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第５章 主な事業の量の見込みと確保方策 

 

１ 教育・保育提供区域の設定 

子ども・子育て支援法に基づく基本指針に示されている「教育・保育提供区域の設定に関

する事項」による教育・保育及び地域子ども・子育て事業の提供区域の設定については、本

区におけるこれまでの地理的要件や行政区域の考え方、計画・事業における地域の考え方な

どに基づき、京橋地域、日本橋地域、月島地域の区分で区域を設定します。 

広域利用が想定される病児・病後児保育や、地域子育て支援拠点事業（あかちゃん天国）

についても１区域につき必ず１施設以上を設置しています。また、保育所等への申込みにつ

いて申込者の９割近くが同じ区域のなかで希望している現状を踏まえ、これらの３地域をそ

れぞれ区域の基本として設定します。 

 

 

 

 
 

ただし、事業の性質上、区全体で量の見込みをとらえるべき以下の事業は、区全体として

提供区域を設定します。 

区全体として提供区域を設定する事業 

・利用者支援に関する事業（利用者支援） 
・子育て短期支援事業（子どもショートステイ） 
・一時預かり保育、子育て短期支援事業（トワイライトステイ）、子育て援助活動支援事業
（ファミリー・サポート・センター事業） 

・乳児家庭全戸訪問事業（新生児等訪問指導） 

・養育支援訪問事業および要保護児童対策地域協議会その他の者による要保護児童等に対す
る支援に資する事業 

・妊婦健康診査 

※入所者数は H26.4.1 現在。ただし、幼稚園は

H26.4.7 現在、プレディは H26.3.31 現在の

利用登録者数 
※保育施設は認可、認証、認定こども園の合計 

施設 箇所数 入所者数等

保育施設 12 733

幼稚園 3 438

学童クラブ 2 83

プレディ 3 575

あかちゃん天国 2 ―

病児・病後児保育 1 ―

日本橋地域

０～５歳人口　2,236人　

施設 箇所数 入所者数等

保育施設 27 1,786

幼稚園 5 797

学童クラブ 4 333

プレディ 5 1,266

あかちゃん天国 3 ―

病児・病後児保育 1 ―

月島地域

０～５歳人口　4,203人　

施設 箇所数 入所者数等

保育施設 9 637

幼稚園 5 306

学童クラブ 2 85

プレディ 4 518

あかちゃん天国 2 ―

病児・病後児保育 1 ―

０～５歳人口　1,444人　

京橋地域
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２ 教育・保育施設、地域子ども・子育て支援事業の量の見込みの算出 

教育・保育施設、地域子ども・子育て支援事業の量の見込みは、利用希望把握調査結果を

もとに、国が示した『市町村子ども・子育て支援事業計画における「量の見込み」の算出等

のための手引き』に基づき、以下の手順で推計しています。保護者の就労状況から、８つの

「家庭類型」の分類を行っています。なお、保育の必要性の下限時間は48時間としています。 

  ・「家庭類型」の種類：タイプＡからタイプＦの８種類 

  ・「家庭類型」は、「現在の家庭類型」と、母親の就労希望を反映させた「潜在的な家庭類型」 

  の種類ごとの分布を算出 

図 量の見込みの推計フローチャート 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

母親

父親
１２０時間

以上
４８時間

未満（Ｐ）

５．現在は就労していない

６．就労したことがない４８時間（Ｐ）
以上１２０時間

未満

３．パートタイム

就労

４．育休・介護

休業中

３．パートタイム就労

４．育休・介護休業中

１．フルタイム就労

２．育休・介護休業中

５．現在は就労していない

６．就労したことがない

１．フルタイム就労

２．育休・介護休業中

タイプＢ タイプＣ タイプＣ’

タイプＤ

タイプＣ タイプＥ

タイプＣ’ タイプＥ’

タイプＦタイプＤ

１２０時間
以上

４８時間（Ｐ）
以上１２０時間

未満

４８時間

未満（Ｐ）

・１号認定（認定子ども園及び幼稚園） 

・２号認定（幼児期の学校教育の利用希望が

強いと想定されるもの） 

・２号認定（認定子ども園及び保育所） 

・３号認定（認定子ども園及び保育所+地域型

保育） 

■参考２

・時間外保育事業（延長保育事業） 

・放課後児童健全育成事業 

・子育て短期支援事業（子どもショートステイ） 

・幼稚園預かり保育 

・一時預かり保育、子育て短期支援事業（トワイ

ライトステイ）、子育て援助活動支援事業（ファミ

リー・サポート・センター事業) 

・地域子育て支援拠点事業（子育て交流サロン 

「あかちゃん天国」） 

・病児保育事業（病児・病後児保育事業） 

利用希望把握調査の実施 
 ・就学前児童の保護者対象 
 ・小学校児童の保護者対象 

家庭類型の分類(A～F の８分類) 
 現在の家庭類型の分類  

今後の就労希望から算出 ■参考１ 

 潜在的な家庭類型の分類  

人口推計(平成 27～31 年) 

家庭類型(潜在)別児童数の算出 

教育・保育の量の見込みの算出 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みの算出

・利用者支援に関する事業（利用者支援） 

・乳児家庭全戸訪問事業（新生児等訪問指導） 

・妊婦健康診査 

については調査結果からではなく、実績値等を勘案し、量の

見込みを設定 

確保方策の検討 確保方策の検討 

参考：家庭類型の８分類 

タイプＡ

ひとり親
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フロー中の「家庭類型の分類(A～F の８分類)」について、現在の家庭類型から潜在的な家

庭類型への推移は、今後の母親の就労希望の回答から以下の手順で行っています。 

■参考１ 現在の家庭類型から潜在的な家庭類型への推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

また、参考１で抽出した潜在的な家庭類型について、利用希望施設の回答から以下のよう

に認定区分の算出を行っています。 

 
■参考２ 家庭類型と事業との関係 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

母親

父親
１２０時間

以上
４８時間
未満（Ｐ）

５．現在は就労していない

６．就労したことがない４８時間（Ｐ）
以上１２０時間

未満

３．パートタイム
就労

４．育休・介護
休業中

３．パートタイム就労

４．育休・介護休業中

１．フルタイム就労

２．育休・介護休業中

５．現在は就労していない

６．就労したことがない

１．フルタイム就労

２．育休・介護休業中

タイプＢ タイプＣ タイプＣ’

タイプＤ

タイプＣ タイプＥ

タイプＣ’ タイプＥ’

タイプＦタイプＤ

１２０時間
以上

４８時間（Ｐ）
以上１２０時間

未満

４８時間
未満（Ｐ）

母親

父親
１２０時間

以上
４８時間

未満（Ｐ）

５．現在は就労していない

６．就労したことがない４８時間（Ｐ）
以上１２０時間

未満

３．パートタイム

就労

４．育休・介護

休業中

３．パートタイム就労

４．育休・介護休業中

１．フルタイム就労

２．育休・介護休業中

５．現在は就労していない

６．就労したことがない

１．フルタイム就労

２．育休・介護休業中

タイプＢ タイプＣ タイプＣ’

タイプＤ

タイプＣ タイプＥ

タイプＣ’ タイプＥ’

タイプＦタイプＤ

１２０時間

以上

４８時間（Ｐ）
以上１２０時間

未満

４８時間

未満（Ｐ）

２号認定こどもの需要数 

利用希望施設の回答で、区

立・私立幼稚園、認可・認証

保育所、認定こども園、地域

型保育を選択 

※ただし、現に幼稚園を利用し

ている家庭は別枠とする 

３号認定こどもの需要数 

利用希望施設の回答で、 

認可・認証保育所、認定こ

ども園、地域型保育を選択 

  

１号認定こどもの需要数 

利用希望施設の回答で、区立・私立幼稚園、認定こども園を選択 

３歳以上 

３歳以上 

３歳未満 

 

ひとり親 

家庭類型 A B C E 

家庭類型 C’E’D  F 

タイプＡ 

現在の家庭類型 

父親・母親の就労状況を聞く

項目の回答により、家庭を右

図のとおり類型化 

潜在的な家庭類型 

今後の（母親の）就労希望の

回答により、各類型の家庭数

を補正 

例：右図では、①パートタイム

からフルタイムへの希望や、 

②無業からフルタイムへの希

望がある場合に移行させるイ

メージを例示 

①

②

上図のとおり、潜在的な家庭類型を設定 

※この図は、手引きの考え方を例示したものであり、実際にはさらに複雑です。 

タイプＡ

ひとり親

参考：量の見込みの推計手法（詳細） 
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３ 幼児期の学校教育・保育の量の見込みと確保方策 

教育・保育提供区域（京橋、日本橋、月島）ごとに、現状の利用状況及び利用希望調査結果

から推計した「量の見込み」に対応するよう、「教育・保育施設による確保の内容及び実施時

期（確保方策）」を次の通り設定します。 

この事業計画に基づき、計画期間において必要な教育・保育施設の整備を計画的に実施して

いきます。 

なお、「待機児童解消加速化プラン」（平成 25年４月 19 日総理公表）により、保育ニーズの

ピークを迎える平成 29 年度末までに待機児童解消となるよう確保方策を実施します。 

 
確保方策の方針 

幼稚園については、今後の小学校改築等とあわせ定員数を確保していきます。 

保育施設については、以下の考え方のもとに保育施設の整備を進め、定員数を確保していき

ます。 

 

確保方策の考え方 

【保育施設について】 

１）認可保育所の整備を中心に進めていきます。 

２）１）の対応をとってもなお現れる０・１・２歳児のニーズに対し、地域型保育事業を取り

入れて確保していきます。 

３）認証保育所も、認可保育所保育料との差額が１万円以内となるように区が利用者に対して

助成をしているため、確保方策とします。 
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幼児期の学校教育・保育の量の見込みと確保方策の一覧 

 

 

・幼稚園については、今後の小学校改築等の整備計画を踏まえた定員数を確保方策としており、５ヵ年

とも需要量見込みを上回っています。 

・保育所等の２号認定（３～５歳児）については、主に特定教育・保育施設（私立認可保育所等）の整 

 備により確保方策を設定しており、５ヵ年とも需要量見込みを上回っています。 

・保育所等の３号認定（０歳、１・２歳児）については、特定教育・保育施設（私立認可保育所等）に

加え、特定地域型保育事業（家庭的保育事業、小規模保育事業、事業所内保育事業）の導入及び認証

保育所の整備により、平成 28年度末には需要量見込みを上回る計画となっています。 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

3,938人 4,209人 4,529人 4,777人 4,875人

1,730人 1,849人 1,990人 2,099人 2,142人

2,518人 2,533人 2,593人 2,593人 2,593人

788人 684人 603人 494人 451人

3,938人 4,209人 4,529人 4,777人 4,875人

1,741人 1,861人 2,002人 2,112人 2,155人

2,049人 2,376人 2,412人 2,448人 2,508人

　　特定教育･保育施設 1,880人 2,197人 2,233人 2,269人 2,329人

　　特定地域型保育事業 0人 0人 0人 0人 0人

　　認証保育所 169人 179人 179人 179人 179人

308人 515人 410人 336人 353人

3,003人 3,184人 3,339人 3,523人 3,524人

1,539人 1,631人 1,711人 1,805人 1,806人

1,522人 1,741人 1,787人 1,820人 1,856人

　　特定教育･保育施設 1,124人 1,309人 1,333人 1,357人 1,390人

　　特定地域型保育事業 42人 54人 54人 63人 66人

　　認証保育所 356人 378人 400人 400人 400人

-17人 110人 76人 15人 50人

1,581人 1,641人 1,722人 1,815人 1,756人

425人 441人 463人 488人 472人

407人 463人 480人 486人 498人

　　特定教育･保育施設 283人 316人 322人 328人 340人

　　特定地域型保育事業 15人 30人 33人 33人 33人

　　認証保育所 109人 117人 125人 125人 125人

-18人 22人 17人 -2人 26人

人口推計

需要量見込みＡ

確保方策Ｂ

【
内
訳

】

Ｂ－Ａ

Ｂ－Ａ

０歳
児

確保方策Ｂ

３号認定

１・２
歳児

人口推計

需要量見込みＡ

確保方策Ｂ

保育所等
（保育認定）

２号認定
３～５
歳児

人口推計

需要量見込みＡ

【
内
訳

】

Ｂ－Ａ

【
内
訳

】

全地域合計

幼稚園
（教育標準時

間認定）

１号認定
２号認定

３～５
歳児

人口推計

需要量見込みＡ

確保方策Ｂ

Ｂ－Ａ
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１）中央区全地域 

平成 27 年度 

 
 

 
 

平成 28 年度 

 
 
 
 
 
 

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

量の見込み　A 425人 3,705人

平成26年度末確保量　B 383人 3,751人

特定教育･保育施設 250人

特定地域型保育事業 6人

認証保育所 127人

B－A -42人 46人

新規確保量　C 24人 227人

特定教育･保育施設 33人

特定地域型保育事業 9人

認証保育所 -18人

確保方策　D=B+C 407人 3,978人

D－A -18人 273人

量の見込み　E

確保方策　F

F－E

保
育

所
等

学　　　　齢

1,539人 1,741人

1,427人 1,941人

【
内
訳

】

1,021人 1,724人

14人 0人

392人 217人

-112人 200人

幼
稚
園

1,522人 2,049人

-17人 308人

1,730人

2,518人

788人

95人 108人

【
内
訳

】

103人 156人

28人 0人

-36人 -48人

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

量の見込み　A 441人 3,933人

平成27年度末確保量　B 407人 3,978人

特定教育･保育施設 283人

特定地域型保育事業 15人

認証保育所 109人

B－A -34人 45人

新規確保量　C 56人 602人

特定教育･保育施設 33人

特定地域型保育事業 15人

認証保育所 8人

確保方策　D=B+C 463人 4,580人

D－A 22人 647人

量の見込み　E

確保方策　F

F－E

188人

学　　　　齢

1,631人

保
育

所
等

【
内
訳

】

1,124人 1,880人

42人 0人

317人

12人 0人

22人 10人

幼
稚
園

1,849人

2,533人

684人

219人 327人

356人 169人

-109人

1,861人

1,522人 2,049人

1,741人 2,376人

110人 515人

【
内
訳

】

185人
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平成 29 年度 

 
 
 
 

平成 30 年度 

 
 

 
 
 
 

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

量の見込み　A 463人 4,176人

平成28年度末確保量　B 463人 4,580人

特定教育･保育施設 316人

特定地域型保育事業 30人

認証保育所 117人

B－A 0人 404人

新規確保量　C 17人 99人

特定教育･保育施設 6人

特定地域型保育事業 3人

認証保育所 8人

確保方策　D=B+C 480人 4,679人

D－A 17人 503人

量の見込み　E

確保方策　F

F－E

【
内
訳

】

24人 36人

0人 0人

22人 0人

46人 36人

幼
稚
園

1,990人

2,593人

603人

学　　　　齢

保
育

所
等

2,197人

54人 0人

378人 179人

30人 374人

1,787人 2,412人

1,711人 2,002人

1,741人 2,376人

【
内
訳

】

1,309人

76人 410人

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

量の見込み　A 488人 4,405人

平成29年度末確保量　B 480人 4,679人

特定教育･保育施設 322人

特定地域型保育事業 33人

認証保育所 125人

B－A -8人 274人

新規確保量　C 6人 75人

特定教育･保育施設 6人

特定地域型保育事業 0人

認証保育所 0人

確保方策　D=B+C 486人 4,754人

D－A -2人 349人

量の見込み　E

確保方策　F

F－E

400人 179人

-18人 300人

学　　　　齢

1,805人 2,112人

1,787人 2,412人

【
内
訳

】

1,333人 2,233人

54人 0人

保
育

所
等

33人 36人

幼
稚
園

2,099人

2,593人

494人

24人 36人

9人 0人

0人 0人

1,820人 2,448人

15人 336人

【
内
訳

】
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５ 
 
 

主
な
事
業
の
量
の
見
込
み
と
確
保
方
策 

 
平成 31 年度 

 
 

 
２）京橋地域 

平成 27 年度 

 
 

 
 
 
 

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

量の見込み　A 472人 4,433人

平成30年度末確保量　B 486人 4,754人

特定教育･保育施設 328人

特定地域型保育事業 33人

認証保育所 125人

B－A 14人 321人

新規確保量　C 12人 108人

特定教育･保育施設 12人

特定地域型保育事業 0人

認証保育所 0人

確保方策　D=B+C 498人 4,862人

D－A 26人 429人

量の見込み　E

確保方策　F

F－E

【
内
訳

】

33人 60人

3人 0人

0人 0人

36人 60人

【
内
訳

】

1,357人

幼
稚
園

2,142人

2,593人

451人

1,856人 2,508人

50人 353人

2,269人

63人 0人

400人 179人

14人 293人

学　　　　齢

1,806人 2,155人

1,820人 2,448人

保
育

所
等

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

量の見込み　A 71人 671人

平成26年度末確保量　B 59人 771人

特定教育･保育施設 45人

特定地域型保育事業 0人

認証保育所 14人

B－A -12人 100人

新規確保量　C 3人 7人

特定教育･保育施設 0人

特定地域型保育事業 3人

認証保育所 0人

確保方策　D=B+C 62人 778人

D－A -9人 107人

量の見込み　E

確保方策　F

F－E

【
内
訳

】

244人 402人

学　　　　齢

294人 306人

282人 430人

0人 0人

38人 28人

-12人 124人

0人 0人

4人 0人

0人 0人

幼
稚
園

334人

709人

375人

【
内
訳

】

保
育

所
等

4人 0人

286人 430人

-8人 124人
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平成 28 年度 

 
 
 
 

平成 29 年度 

 
 
 
 
 
 

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

量の見込み　A 74人 713人

平成27年度末確保量　B 62人 778人

特定教育･保育施設 45人

特定地域型保育事業 3人

認証保育所 14人

B－A -12人 65人

新規確保量　C 18人 140人

特定教育･保育施設 15人

特定地域型保育事業 3人

認証保育所 0人

確保方策　D=B+C 80人 918人

D－A 6人 205人

量の見込み　E

確保方策　D

F－E

学　　　　齢

312人 327人

286人 430人

【
内
訳

】

244人

保
育

所
等

【
内
訳

】

48人 74人

0人 0人

0人

-26人 103人

22人

402人

4人 0人

38人 28人

74人

334人 504人

0人

幼
稚
園

357人

709人

352人

48人

177人

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

量の見込み　A 78人 757人

平成28年度末確保量　B 80人 918人

特定教育･保育施設 60人

特定地域型保育事業 6人

認証保育所 14人

B－A 2人 161人

新規確保量　C 3人 3人

特定教育･保育施設 0人

特定地域型保育事業 3人

認証保育所 0人

確保方策　D=B+C 83人 921人

D－A 5人 164人

量の見込み　E

確保方策　D

F－E

334人

4人 0人

38人 28人

7人 152人

504人

7人 152人

0人 0人

0人 0人

0人 0人

0人 0人

幼
稚
園

384人

709人

325人

【
内
訳

】

保
育

所
等

476人

学　　　　齢

327人 352人

334人 504人

【
内
訳

】

292人
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５ 
 
 

主
な
事
業
の
量
の
見
込
み
と
確
保
方
策 

 
平成 30 年度 

 
 

 
 

平成 31 年度 

 
  

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

量の見込み　A 81人 797人

平成29年度末確保量　B 83人 921人

特定教育･保育施設 60人

特定地域型保育事業 9人

認証保育所 14人

B－A 2人 124人

新規確保量　C 0人 9人

特定教育･保育施設 0人

特定地域型保育事業 0人

認証保育所 0人

確保方策　D=B+C 83人 930人

D－A 2人 133人

量の見込み　E

確保方策　D

F－E

345人 371人

334人 504人

学　　　　齢

保
育

所
等

476人

4人 0人

38人

343人 504人

-2人 133人

【
内
訳

】

292人

28人

-11人 133人

9人 0人

幼
稚
園

405人

709人

304人

【
内
訳

】

0人 0人

9人 0人

0人 0人

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

量の見込み　A 79人 804人

平成30年度末確保量　B 83人 930人

特定教育･保育施設 60人

特定地域型保育事業 9人

認証保育所 14人

B－A 4人 126人

新規確保量　C 0人 3人

特定教育･保育施設 0人

特定地域型保育事業 0人

認証保育所 0人

確保方策　D=B+C 83人 933人

D－A 4人 129人

量の見込み　E

確保方策　D

F－E

保
育

所
等

-3人 125人

学　　　　齢

346人 379人

343人 504人

【
内
訳

】

【
内
訳

】

0人 0人

3人 0人

0人 0人

3人 0人

476人

13人 0人

38人 28人

292人

346人 504人

0人 125人

幼
稚
園

414人

709人

295人
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３）日本橋地域 

平成 27 年度 

 
 
 
 

平成 28 年度 

 
 
 
 
 
 

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

量の見込み　A 96人 974人

平成26年度末確保量　B 89人 841人

特定教育･保育施設 61人

特定地域型保育事業 4人

認証保育所 24人

B－A -7人 -133人

新規確保量　C 21人 220人

特定教育･保育施設 15人

特定地域型保育事業 6人

認証保育所 0人

確保方策　D=B+C 110人 1,061人

D－A 14人 87人

量の見込み　E

確保方策　F

F－E

【
内
訳

】

233人

学　　　　齢

464人 414人

325人 427人

389人

10人 0人

82人 38人

-139人 13人

24人 0人

0人

91人 108人

416人 535人

-48人 121人

0人

幼
稚
園

491人

615人

124人

保
育

所
等

【
内
訳

】

67人 108人

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

量の見込み　A 100人 1,033人

平成27年度末確保量　B 110人 1,061人

特定教育･保育施設 76人

特定地域型保育事業 10人

認証保育所 24人

B－A 10人 28人

新規確保量　C 0人 210人

特定教育･保育施設 0人

特定地域型保育事業 0人

認証保育所 0人

確保方策　D=B+C 110人 1,271人

D－A 10人 238人

量の見込み　E

確保方策　F

F－E

学　　　　齢

491人 442人

416人 535人

【
内
訳

】

300人 497人

34人 0人

82人 38人

-75人 93人

500人 661人

9人 219人

幼
稚
園

525人

615人

90人

【
内
訳

】

84人 126人

0人 0人

0人 0人

84人 126人

保
育

所
等



 

中央区 子ども・子育て支援事業計画 
101 

５ 
 
 

主
な
事
業
の
量
の
見
込
み
と
確
保
方
策 

 
平成 29 年度 

 
 
 
 

平成 30 年度 

 
 

 
 
 
 

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

量の見込み　A 105人 1,097人

平成28年度末確保量　B 110人 1,271人

特定教育･保育施設 76人

特定地域型保育事業 10人

認証保育所 24人

B－A 5人 174人

新規確保量　C 6人 66人

特定教育･保育施設 6人

特定地域型保育事業 0人

認証保育所 0人

確保方策　D=B+C 116人 1,337人

D－A 11人 240人

量の見込み　E

確保方策　F

F－E

【
内
訳

】

384人

516人 476人

500人 661人

623人

34人 0人

82人 38人

学　　　　齢

-16人 185人

幼
稚
園

565人

660人

95人

保
育

所
等

【
内
訳

】

24人 36人

0人 0人

0人 0人

24人 36人

524人 697人

8人 221人

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

量の見込み　A 111人 1,157人

平成29年度末確保量　B 116人 1,337人

特定教育･保育施設 82人

特定地域型保育事業 10人

認証保育所 24人

B－A 5人 180人

新規確保量　C 6人 66人

特定教育･保育施設 6人

特定地域型保育事業 0人

認証保育所 0人

確保方策　D=B+C 122人 1,403人

D－A 11人 246人

量の見込み　E

確保方策　F

F－E

学　　　　齢

544人 502人

524人 697人

659人

34人 0人

82人 38人

【
内
訳

】

408人

幼
稚
園

596人

660人

64人

24人 36人

-20人 195人

【
内
訳

】

24人 36人

0人 0人

0人 0人

733人

4人 231人

保
育

所
等

548人
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平成 31 年度 

 
 

 

４）月島地域 

平成 27 年度 

 
 
 
 
 
 

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

量の見込み　A 107人 1,163人

平成30年度末確保量　B 122人 1,403人

特定教育･保育施設 88人

特定地域型保育事業 10人

認証保育所 24人

B－A 15人 240人

新規確保量　C 0人 0人

特定教育･保育施設 0人

特定地域型保育事業 0人

認証保育所 0人

確保方策　D=B+C 122人 1,403人

D－A 15人 240人

量の見込み　E

確保方策　F

F－E

548人 733人

保
育

所
等

0人 0人

学　　　　齢

544人 512人

548人

0人

695人

34人

幼
稚
園

608人

660人

52人

4人 221人

【
内
訳

】

0人 0人

0人 0人

0人

0人

82人 38人

4人 221人

733人

【
内
訳

】

432人

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

量の見込み　A 258人 2,060人

平成26年度末確保量　B 235人 2,139人

特定教育･保育施設 144人

特定地域型保育事業 2人

認証保育所 89人

B－A -23人 79人

新規確保量　C 0人 0人

特定教育･保育施設 18人

特定地域型保育事業 0人

認証保育所 -18人

確保方策　D=B+C 235人 2,139人

D－A -23人 79人

量の見込み　E

確保方策　F

F－E

1,021人

学　　　　齢

保
育

所
等

【
内
訳

】

36人 48人

0人 0人

544人 933人

4人 0人

272人 151人

820人 1,084人

【
内
訳

】

39人 63人

781人

1,194人

289人

幼
稚
園

905人

0人 0人

820人

-36人 -48人

1,084人

39人 63人
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５ 
 
 

主
な
事
業
の
量
の
見
込
み
と
確
保
方
策 

 
平成 28 年度 

 
 
 
 

平成 29 年度 

 
 
 
 
 
 

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

量の見込み　A 267人 2,187人

平成27年度末確保量　B 235人 2,139人

特定教育･保育施設 162人

特定地域型保育事業 2人

認証保育所 71人

B－A -32人 -48人

新規確保量　C 38人 252人

特定教育･保育施設 18人

特定地域型保育事業 12人

認証保育所 8人

確保方策　D=B+C 273人 2,391人

D－A 6人 204人

量の見込み　E

確保方策　F

F－E

-8人 -8人

236人 103人

学　　　　齢

828人 1,092人

820人 1,084人

保
育

所
等

【
内
訳

】

580人 981人

4人 0人

242人

87人 127人

907人 1,211人

79人 119人

【
内
訳

】

53人 117人

12人 0人

22人 10人

幼
稚
園

967人

1,209人

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

量の見込み　A 280人 2,322人

平成28年度末確保量　B 273人 2,391人

特定教育･保育施設 180人

特定地域型保育事業 14人

認証保育所 79人

B－A -7人 69人

新規確保量　C 8人 30人

特定教育･保育施設 0人

特定地域型保育事業 0人

認証保育所 8人

確保方策　D=B+C 281人 2,421人

D－A 1人 99人

量の見込み　E

確保方策　F

F－E

学　　　　齢

868人 1,174人

907人 1,211人

61人 37人

保
育

所
等

【
内
訳

】

0人 0人

0人 0人

1,098人

16人 0人

258人 113人

39人 37人

【
内
訳

】

633人

22人 0人

幼
稚
園

1,041人

1,224人

22人 0人

929人 1,211人

183人
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平成 30 年度 

 
 
 
 

平成 31 年度 

 
 

 

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

量の見込み　A 296人 2,451人

平成29年度末確保量　B 281人 2,421人

特定教育･保育施設 180人

特定地域型保育事業 14人

認証保育所 87人

B－A -15人 -30人

新規確保量　C 0人 0人

特定教育･保育施設 0人

特定地域型保育事業 0人

認証保育所 0人

確保方策　D=B+C 281人 2,421人

D－A -15人 -30人

量の見込み　C

確保方策　D

過不足数（D－C）

0人

929人 1,211人

学　　　　齢

916人 1,239人

929人 1,211人

13人 -28人

0人

280人 113人

幼
稚
園

1,098人

1,224人

126人

0人

【
内
訳

】

0人 0人

0人 0人

0人 0人

13人 -28人

保
育

所
等

【
内
訳

】

633人 1,098人

16人

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

量の見込み　A 286人 2,466人

平成30年度末確保量　B 281人 2,421人

特定教育･保育施設 180人

特定地域型保育事業 14人

認証保育所 87人

過不足数（B－A） -5人 -45人

新規確保量　C 12人 105人

特定教育･保育施設 12人

特定地域型保育事業 0人

認証保育所 0人

確保方策　D=B+C 293人 2,526人

D－A 7人 60人

量の見込み　C

確保方策　D

過不足数（D－C）

916人 1,264人

幼
稚
園

1,120人

1,224人

104人

学　　　　齢

929人 1,211人

【
内
訳

】

633人

33人 60人

962人 1,271人

46人 7人

33人 60人

0人 0人

保
育

所
等

【
内
訳

】

1,098人

16人 0人

280人 113人

13人 -53人

0人 0人
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５ 
 
 

主
な
事
業
の
量
の
見
込
み
と
確
保
方
策 

４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策 

教育・保育提供区域（京橋、日本橋、月島を基本（一部、事業は区全体））ごとに、現状の

利用状況及び利用希望調査結果から推計した「量の見込み」に対応するよう、「地域子ども・

子育て支援事業による確保の内容及び実施時期（確保方策）」を次の通り設定します。 

この事業計画に基づき、計画期間において必要な地域子ども・子育て支援事業を計画的に実

施していきます。 

 

地域子ども・子育て支援事業の量の見込みに対する確保方策の一覧 

ニーズ調査結果から量の見込みを算出した事業について、全地域の合計を以下に示します。 

 
※1 学童クラブの確保方策では不足する量の見込み（マイナス）については、子どもの居場所「プレディ」

との連携で対応するものとします。 

※2 放課後児童健全育成事業（学童クラブ） の不足する需要量を含みます。 

その他の事業は５ヵ年とも確保方策が量の見込みを上回っています。 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

435人 461人 490人 517人 519人

699人 814人 829人 844人 859人

264人 353人 339人 327人 340人

922人 980人 1,056人 1,127人 1,188人

555人 555人 555人 555人 555人

-367人 -425人 -501人 -572人 -633人

2,235人 2,406人 2,620人 2,838人 2,996人

2,851人 3,053人 3,244人 3,428人 3,581人

616人 647人 624人 590人 585人

65人日 69人日 73人日 77人日 77人日

2,190人日 2,190人日 2,190人日 2,190人日 2,190人日

2,125人日 2,121人日 2,117人日 2,113人日 2,113人日

15,980人日 17,250人日 18,831人日 20,008人日 20,544人日

21,600人日 21,600人日 21,600人日 21,600人日 21,600人日

5,620人日 4,350人日 2,769人日 1,592人日 1,056人日

21,826人日 22,888人日 23,758人日 24,963人日 24,494人日

48,052人日 48,052人日 48,052人日 48,052人日 48,052人日

26,226人日 25,164人日 24,294人日 23,089人日 23,558人日

112,357人回 118,167人回 123,966人回 130,921人回 129,551人回

7か所 7か所 7か所 7か所 7か所

― ― ― ― ―

2,526人日 2,675人日 2,838人日 2,986人日 3,004人日

3,850人日 3,850人日 3,850人日 3,850人日 3,850人日

（か所数） 3か所 3か所 3か所 3か所 3か所

1,324人日 1,175人日 1,012人日 864人日 846人日

量の見込みＡ

確保方策Ｂ　※1

Ｂ－Ａ

全地域合計

Ｂ－Ａ

時間外保育事業
（延長保育事業）

放課後児童健全育成事業
（学童クラブ）

量の見込みＡ

Ｂ－Ａ

放課後子供教室（子ども
の居場所「プレディ」）

子育て短期支援事業
（子どもショートステイ）

量の見込みＡ　※2

確保方策Ｂ

Ｂ－Ａ

量の見込みＡ

確保方策Ｂ

量の見込みＡ

確保方策Ｂ

量の見込みＡ

確保方策Ｂ

Ｂ－Ａ

幼稚園預かり保育

一時預かり保育、子育て
短期支援事業（トワイライ
トステイ）、子育て援助活
動支援事業（ファミリー・サ
ポート・センター事業）

地域子育て支援拠点事業
（子育て交流サロン「あか
ちゃん天国」）

病児保育事業
（病児・病後児保育事業）

確保方策Ｂ

Ｂ－Ａ

量の見込みＡ

確保方策Ｂ

Ｂ－Ａ

量の見込みＡ

確保方策Ｂ

Ｂ－Ａ
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（１）利用者支援に関する事業（利用者支援） 

 
確保方策の考え方 

事業の性質上、提供区域を区全体とします。 

保育所申込み等に関する相談体制については、保育園長経験者を配置し、特別出張所、保健

所、保健センター等における出張相談を実施することとし、保育所の入所や利用に関する相談

に応じるとともに、一時預かり保育等相談者の要望に見合った各種の保育メニューに関する情

報提供を行います。 

 

事業の量の見込みと確保方策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜量の見込み＞

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

区役所窓口  １カ所   １カ所   １カ所   １カ所   １カ所

　その他
区役所窓口以外
での相談体制

区役所窓口以外
での相談体制

区役所窓口以外
での相談体制

区役所窓口以外
での相談体制

区役所窓口以外
での相談体制

７カ所 ７カ所 ７カ所 ７カ所 ７カ所

＜確保方策＞

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

区役所窓口  １カ所   １カ所   １カ所   １カ所   １カ所

　その他
 ・特別出張所
 ・保健所
 ・保健センター

 ・特別出張所
 ・保健所
 ・保健センター

 ・特別出張所
 ・保健所
 ・保健センター

 ・特別出張所
 ・保健所
 ・保健センター

 ・特別出張所
 ・保健所
 ・保健センター

７カ所 ７カ所 ７カ所 ７カ所 ７カ所

   

保育所申込等
に関する
相談体制

地域子育て支援拠点事業（子育て交
流サロン「あかちゃん天国」）

実施箇所数

   

保育所申込等
に関する
相談体制

地域子育て支援拠点事業（子育て交
流サロン「あかちゃん天国」）

実施箇所数
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（２）時間外保育事業（延長保育事業） 

 
確保方策の考え方 

① 延長保育利用定員数：保育の確保方策にあわせて１園あたり定員 15人(分園は 10 名)の

見込みで延長定員数拡大 

② スポット延長保育固定枠（区立１園あたり３人） 

③ 認証保育所の 19時以降保育利用契約者数の実績分（過去５ヵ年のうち最大値） 

 

事業の量の見込みと確保方策 

 

 

保育施設の確保方策において、認可保育所の整備を進めることにより、その施設分の 

延長保育利用定員数が増加します。３地域とも５ヵ年すべてにおいて量の見込みを賄え 

る計画となっています。 

 

 

＜量の見込み＞

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

72 77 82 86 88

132 143 157 171 172

231 241 251 260 259

＜確保方策＞

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

128 158 158 158 158

　　　　　　①延長保育利用定員数 103 133 133 133 133

　　　　　　②区立スポット固定枠 15 15 15 15 15

　　　　　　③認証保育所枠 10 10 10 10 10

198 243 258 273 273

　　　　　　①延長保育利用定員数 160 205 220 235 235

　　　　　　②区立スポット固定枠 15 15 15 15 15

　　　　　　③認証保育所枠 23 23 23 23 23

373 413 413 413 428

　　　　　　①延長保育利用定員数 269 309 309 309 324

　　　　　　②区立スポット固定枠 18 18 18 18 18

　　　　　　③認証保育所枠 86 86 86 86 86

時間外保育事業利用希望者(人/日)

　　　京橋地域

　　　日本橋地域

　　　月島地域

　　　京橋地域

　　　日本橋地域

　　　月島地域

利用定員数 (人)
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（３）①放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 

 
確保方策の考え方 

確保方策（学童クラブの定員数＋暫定定員数）で不足する量の見込については、放課後子供

教室（子どもの居場所「プレディ」）との連携で対応するものとします。 

 

事業の量の見込みと確保方策 

 
※ 暫定定員数：当該年度の応募状況により、暫定的に拡大する定員枠 

 

確保方策－量の見込みで不足する分は次頁の放課後子供教室（子どもの居場所「プレディ」） 

の量の見込みに含まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜量の見込み＞

 平成27年度  平成28年度  平成29年度  平成30年度  平成31年度

103 108 112 122 125

241 259 275 282 320

578 613 669 723 743

＜確保方策＞

 平成27年度  平成28年度  平成29年度  平成30年度  平成31年度

クラブ数 3 3 3 3 3

定員数(人) 110 110 110 110 110

暫定定員数(人) 10 10 10 10 10

クラブ数 2 2 2 2 2

定員数(人) 80 80 80 80 80

暫定定員数(人) 5 5 5 5 5

クラブ数 8 8 8 8 8

定員数(人) 320 320 320 320 320

暫定定員数(人) 30 30 30 30 30

　　　月島地域

 　　　学童クラブ入所希望者数（人）

　　　京橋地域

　　　日本橋地域

　京橋地域

　日本橋地域

　月島地域
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②放課後子供教室（「子どもの居場所」プレディ） 

 
確保方策の考え方 

学童クラブ待機児にも対応できるよう一層の連携を行い、以下の考え方により本事業の充実

を図ります。 

・開設時間の充実：学童クラブと同様に、土曜日・長期休業日の開始時間を 8 時 30 分から

とするとともに、平日・長期休業日（土曜日は除く）の終了時間を 19

時 30 分までに延長します。 

・時間延長の有料化：学童クラブとの均衡を図るため、時間延長に係る有料化を導入します。 

 

事業の量の見込みと確保方策 

 
※ 放課後児童健全育成事業（学童クラブ） の不足する量の見込みを含む。 

 

 
現在開設している 12校での想定参加登録者数を確保方策とし、５ヵ年の量の見込みを上回る 

    計画となっています。 

 
  

＜量の見込み＞

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

384 404 421 458 471

606 658 701 726 826

1 ,245 1,344 1,498 1 ,654 1,699

　　京橋地域

　　日本橋地域

　　月島地域

　　プレディ参加登録者数（人）

＜確保方策＞

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実施校数（校） 4 4 4 4 4

想定参加登録者
数(人)

565 593 634 674 720

実施校数（校） 3 3 3 3 3

想定参加登録者
数(人)

782 835 880 933 996

実施校数（校） 5 5 5 5 5

想定参加登録者
数(人)

1 ,504 1,625 1,730 1,821 1 ,865

　　京橋地域

　　日本橋地域

　　月島地域
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（４）子育て短期支援事業（子どもショートステイ） 

 
確保方策の考え方 

１日の定員を６人とし、年間（365 日）通じて対応することで最大 2,190 人を受入れが可能

な体制を確保します。 

 

事業の量の見込みと確保方策 

 

 

現在の施設及び協力家庭の規模で設定する確保方策で、量の見込みを上回る計画となっています。 

 

  

＜量の見込み＞

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

65 69 73 77 77

＜確保方策＞

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

養護施設 　1 養護施設 　1 養護施設 　1 養護施設 　1 養護施設 　1

乳児院 　　 1 乳児院 　　 1 乳児院 　　 1 乳児院 　　 1 乳児院 　　 1

協力家庭　 4 協力家庭　 4 協力家庭　 4 協力家庭　 4 協力家庭　 4

6 6 6 6 6

2,190 2,190 2,190 2,190 2,190

定員数（人）

       年間利用定員延べ人日
定員×年間開設日数：受入最大枠

年間利用延べ人日見込み
(年間延べ宿泊日数見込み)

定員数計（人）
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（５）幼稚園預かり保育 

 
確保方策の考え方 

１園あたり 30 人の定員数を確保し、土日、祝日を除く年間 240 日対応することで、各地域

7,200 人の受入れが可能な体制を確保します。 

また、改築後の明正幼稚園において、平成 27 年度以降預かり保育を実施する方向で検討を

進めます。 

 

事業の量の見込みと確保方策 

 

 

現在実施している３園で設定する確保方策で、量の見込みを上回る計画となっています。 

  

＜量の見込み＞　

 平成27年度  平成28年度  平成29年度  平成30年度  平成31年度

4,827 5,230 5 ,893 6,310 6 ,679

4 ,744 5,446 6 ,201 6,804 6 ,911

6 ,409 6,574 6 ,737 6,894 6 ,954

＜確保方策＞                   

 平成27年度  平成28年度  平成29年度  平成30年度  平成31年度

実施園数（校）A 1 1 1 1 1

1園あたり利用定員（人）B
(登録利用＋一時利用）

30 30 30 30 30

年間実施日数240日(※)×
A×B（受入人数最大値）

7,200 7,200 7 ,200 7,200 7 ,200

実施園数（校）A 1 1 1 1 1

1園あたり利用定員（人）B
(登録利用＋一時利用）

30 30 30 30 30

年間実施日数240日(※)×
A×B（受入人数最大値）

7,200 7,200 7 ,200 7,200 7 ,200

実施園数（校）A 1 1 1 1 1

1園あたり利用定員（人）B
(登録利用＋一時利用）

30 30 30 30 30

年間実施日数240日(※)×
A×B（受入人数最大値）

7,200 7,200 7 ,200 7,200 7 ,200

年間利用希望延べ人日

　　　　　京橋地域 

　　　　　日本橋地域 

　　　　　月島地域 

 京橋地域

 日本橋地域

 月島地域
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（６）一時預かり保育、子育て短期支援事業（トワイライトステイ）、子育て援助活動支援事業（フ

ァミリー・サポート・センター事業) 

確保方策の考え方 

一時預かり保育、トワイライトステイ、ファミリー・サポート・センター事業の３つの事

業については、地域の枠を越えて定員に空きがある施設を利用している状況であることから、

提供区域を区全体として対応しています。 

 

事業の量の見込みと確保方策 

 

 

現在実施している各施設・事業の規模に基づき設定する確保方策で、量の見込みを上回る計画と

なっています。 

 

  

＜量の見込み＞

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

21,826 22,888 23 ,758 24,963 24 ,494

＜確保方策＞

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

48,052 48,052 48 ,052 48,052 48 ,052年間最大受入延人数

年間利用希望延べ人日
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＜確保方策の内訳＞

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

1日の定員A 22 22 22 22 22

1日の受入可能人
数B(A×1.8)

40 40 40 40 40

年間開設日数（概
数）C

345 345 345 345 345

①年間最大受入
可能延人数B×C

13,662 13,662 13,662 13,662 13,662

1日の定員A 6 6 6 6 6

1日の受入可能人
数B(A×2)

12 12 12 12 12

年間開設日数（概
数）C

240 240 240 240 240

②年間最大受入
可能延人数B×C

2,880 2,880 2,880 2,880 2,880

1日の定員A 17 17 17 17 17

1日の受入可能人
数B(A×1.5)

26 26 26 26 26

年間開設日数C 365 365 365 365 365

③年間最大受入
可能延人数B×C

9,490 9,490 9,490 9,490 9,490

1日の定員A 15 15 15 15 15

1日の受入可能人
数B(A×1.5)

23 23 23 23 23

年間開設日数（概
数）C

290 290 290 290 290

④年間最大受入
可能延人数B×C

6,670 6,670 6,670 6,670 6,670

小計ⅰ ①+②+③+④ 32,702 32,702 32,702 32,702 32,702

1日の定員A 20 20 20 20 20

年間開設日数（概
数）B

345 345 345 345 345

⑤年間最大受入
可能延人数A×B

6,900 6,900 6,900 6,900 6,900

1日の定員A 10 10 10 10 10

年間開設日数（概
数）B

345 345 345 345 345

⑥年間最大受入
可能延人数A×B

3,450 3,450 3,450 3,450 3,450

小計ⅱ ⑤+⑥ 10,350 10,350 10,350 10,350 10,350

229 229 229 229 229

173 173 173 173 173

稼働日数（日）C 365 365 365 365 365

146,730 146,730 146,730 146,730 146,730

4,500 4,500 4,500 4,500 4,500

500 500 500 500 500

48,052 48,052 48,052 48,052 48,052

きらら中央

日本橋分室

京橋こども園

晴海こども園

一
時
預
か
り

きらら中央

京橋こども園

ファミリー・

サポート・

センター

提供会員数（人）A

両方会員数（人）B

年間最大受入可能延人数（A＋B）
×C
ⅲ 活動可能件数
   （25年度実績と同規模）

　　　ⅳ　認証保育所の一時預かり枠
　　　　　（25年度実績と同規模）

ト
ワ
イ
ラ
イ
ト
ス
テ
イ

合計（ⅰ+ⅱ+ⅲ+ⅳ）
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（７）乳児家庭全戸訪問事業（新生児等訪問指導） 

 
確保方策の考え方 

４カ月までの乳児及び母親の状況把握ができるよう、以下のフローチャートに基づき実施し

ていきます。 

新生児等訪問指導及びフォロー体制のフローチャート 

 

事業の量の見込みと確保方策 

＜量の見込み＞ 

生後 28 日以内の新生児及び４カ月までの乳児を対象とします。 

【参考】 

 

 

必
要
に
応
じ
て
地
区
担
当
フ
ォ
ロ
ー
・
関
係
部
署
と
連
携
し
た
対
応

妊娠届時に「赤ちゃん訪問連絡はがき」（出生通知書）を交付し、出生後区へ郵送していただくよう依頼する。

新生児訪問
①保健師

②委託助産師

③聖路加訪問看護ステーション
いずれかのスタッフが訪問

ママとベビーのはじめて教室
（来所による保健指導等）

赤ちゃん訪問連絡はがきの返送

３～４か月児健康診査

返
送
の
な
い
方
に
案
内
送
付

参
加
せ
ず

受診せず

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

1,581 1,641 1,722 1,815 1,756０歳児人口推計（人）

＜確保方策＞

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

  実施体制

１　訪問人員
    ３０人程度（区保健師・個人契約助産師・聖路加国際病院
　　訪問看護ステーション）
２　実施機関
　①中央区保健所
　②日本橋保健センター
　③月島保健センター
３　訪問事業以外のフォロー体制
　　ママとベビーのはじめて教室、乳児健診等の機会に行う。
　※フローチャートは上図のとおり
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（８）養育支援訪問事業および要保護児童対策地域協議会その他の者による要保護児童等に対する

支援に資する事業 

 
確保方策の考え方 

児童虐待の予防、早期発見や子どもの適切な保護のために「子ども家庭支援センター（きら

ら中央）」や、センターを調整機関とした「要保護児童対策地域協議会」の運営を推進します。

協議会は下図のような関係機関と、民生・児童委員や福祉団体などから構成され、相互に連絡

を取り合い、情報の交換や支援に関する協議を行うことで、児童虐待を防止します。 

 

事業の量の見込みと確保方策 

＜量の見込み＞ 

養育支援が必要な家庭への個別対応、虐待予防・早期発見という事業の性質上、量の見込み

は設定しません。 

 

＜確保方策＞

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

  実施体制

【養育支援訪問】
　１．アセスメントシートを用いた調査及び聞き取り
　２．養育支援訪問事業検討会議（援助方針の検討）
　　　※保健所・保健センター等との協議
　３．支援計画書作成
　４．養育支援の実施
　　①子ども家庭支援センター相談員または保健所・
      保健センター保健師による訪問相談
　　②ヘルパーによる育児、養育及び家事援助

【要保護児童対策地域協議会】
　・代表者会議　年１回開催
　・実務者会議　年４回開催
　・個別ケース検討会議　随時開催
　・講習会　年１回開催
　※体制（イメージ）図は上図のとおり
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（９）地域子育て支援拠点事業 （子育て交流サロン「あかちゃん天国」） 

 

確保方策の考え方 

各地域に拠点を確保し、１ヵ所あたり 30～60 人程度の利用者（１日の延べ人数）を、年始

年末、祝日を除く年間 345 日受け入れることで、各地域の量の見込みに対応します。 

事業の量の見込み、確保方策 

 

＜参考＞１ヵ所１回あたりの量の見込み（利用延べ人数） 

 
 

上表で算出した１ヵ所１日あたりの量の見込みは、実績（34頁参照）と比べても設定した確保方策で十分賄

える規模となっています。  

＜量の見込み＞

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

21,113 22,365 22 ,828 23,315 23 ,315

37 ,838 39,184 41 ,216 44,566 44 ,429

53 ,406 56,618 59 ,922 63,040 61 ,807

＜確保方策＞

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

2 2 2 2 2

2 2 2 2 2

3 3 3 3 3

年間利用希望延べ人数（人）

　　　京橋地域

　　　日本橋地域

　　　月島地域

拠点数（カ所）

      京橋地域

      日本橋地域

      月島地域

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

量の見込み再掲：年間利用希
望延べ人数（人）A

21,113 22,365 22,828 23,315 23,315

拠点数（カ所）　B 2 2 2 2 2

開館日数(概数)　C 345 345 345 345 345

１箇所１日あたりの利用延べ人数

D（A／B／C）
31 32 33 34 34

量の見込み再掲：年間利用希
望延べ人数（人）A

37,838 39,184 41,216 44,566 44,429

拠点数（カ所）　B 2 2 2 2 2

開館日数(概数)　C 345 345 345 345 345

１箇所１日あたりの利用延べ人数

D（A／B／C）
55 57 60 65 64

量の見込み再掲：年間利用希

望延べ人数（人）A
53,406 56,618 59,922 63,040 61,807

拠点数（カ所）　B 3 3 3 3 3

開館日数(概数)　C 345 345 345 345 345

１箇所１日あたりの利用延べ人数

D（A／B／C）
52 55 58 61 60

京橋地域
(築地･
新川)

日本橋地域
(堀留町･

浜町)

月島地域
(きらら中央･
月島･晴海)

※開館日数：365-6(年末年始)-14(祝日)=345 日  
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（10）病児保育事業（病児・病後児保育事業） 

 
確保方策の考え方 

年間開業日数及び定員数から、受入最大枠が京橋地域では 1,500 人日、日本橋地域では 940

人日、月島地域では 1,410 人日と設定し、対応可能な体制を確保します。 

なお、月島地域については、量の見込みが受入最大枠を超え、１日あたりの利用延べ人数が

定員を超える数値となっていますが、実績（35 頁参照）からみると、現行の受入体制でも十分

対応できる状況です。また、地域間での対応により、受入枠に余裕のある京橋地域（聖路加ナ

ーサリー）での受入れも可能なため、経年の状況をみながら、必要に応じて計画の中間年で見

直すこととします。 

 

事業の量の見込みと確保方策 

 

上表で算出した１日あたりの利用延べ人数（量の見込み）は、１日あたり定員と比べても概ね対

応できる規模となっています。 

＜量の見込み＞　

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

456 488 522 544 560

593 643 701 759 772

1,477 1,544 1,615 1,683 1,672

＜確保方策＞　　　　　 開業日数は過去の実績に基づき設定

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

量の見込み再掲：年間利用希

望延べ人日　A
456 488 522 544 560

受入最大枠(人日)

:定員1日6名×開業日数(概
数)250日

1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

１日あたりの利用延べ人数Ｂ
（A／250日）

1.8 2 .0 2 .1 2 .2 2 .2

1日あたり定員 6 6 6 6 6

量の見込み再掲：年間利用希

望延べ人日　A
593 643 701 759 772

受入最大枠(人日)

:定員1日4名×開業日数(概

数)235日
940 940 940 940 940

１日あたりの利用延べ人数Ｂ

（A／235日）
2.5 2 .7 3 .0 3 .2 3 .3

1日あたり定員 4 4 4 4 4

量の見込み再掲：年間利用希

望延べ人日　A
1,477 1,544 1,615 1,683 1,672

受入最大枠(人日)

:定員1日6名×開業日数(概

数)235日
1,410 1,410 1,410 1,410 1,410

１日あたりの利用延べ人数Ｂ

（A／235日）
6.3 6 .6 6 .9 7 .2 7 .1

1日あたり定員 6 6 6 6 6

月島地域
(小森小児科)

          年間利用希望延べ人日

京橋地域
(聖路加ナー
サリー )

          京橋地域

          日本橋地域

          月島地域

日本橋地域
(さわやか保
育園・日本橋

浜町)
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（11）妊婦健康診査 

 
確保方策の考え方 

聖路加国際病院ほか妊婦健康診査実施医療機関に委託して、必要な妊婦健康診査を実施しま

す。 

 

事業の量の見込みと確保方策 

 

  

＜量の見込み＞

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

１回目 1,792 1,880 1,982 1,918 1,893

２～１４回目
（延べ件数）

17,104 17,945 18,915 18,306 18,065

＜確保方策＞

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

1 実施場所
①聖路加国際病院ほか区内１０医療機関
②区外妊婦健康診査実施医療機関
2 検査項目
①１回目
 問診、体重測定、血圧測定、尿検査（糖、蛋白定性）、
血液検査、血液型（ABO型、Rh（D）型）、貧血、血糖、不
規則抗体、梅毒（梅毒血清反応検査）
B型肝炎 （HBｓ抗原検査）、風疹（風疹抗体価検査）
②2回目～14回目
【毎回】
 問診、体重測定、血圧測定、尿検査、保健指導
【週数等に応じ、各回１項目】
クラミジア抗原、C型肝炎、経腟超音波、HTLV-1抗体、
貧血、血糖、B群溶連菌、NST（ノン・ストレス・テスト）、
超音波検査

  実施体制

妊婦健診受診件数
　　　　　　　　　　（件）
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第６章 子ども・子育て支援に関連する施策の取組 

 

第４章において掲載した子ども・子育て支援の各事業のうち、子ども・子育て支援法に基づく基

本方針において「子ども・子育て支援事業計画の作成に関する任意記載事項」として位置づけられ

ている各施策等について、取組の内容を再掲し、詳述します。 

 
   ＜再掲する施策＞ 
  

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

※各施策について、「これまでの経緯」「区の対応・現状」「今後の取組」の文章展開で解説し

ます。 

  

１ 幼児期の学校教育・保育の一体的提供（就学前教育の充実と 

幼児期からの学びの連続性） 

２ 育児休業後の保育施設等の円滑な確保 

３ 児童虐待防止対策 

４ ひとり親家庭の自立支援の推進 

５ 障害児施策 

６ 特別支援教育の充実 

７ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 
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１ 幼児期の学校教育・保育の一体的提供（就学前教育の充実と幼児期からの 

  学びの連続性） 

 

（１）これまでの経緯 

乳幼児期の教育・保育は、これまで、学校教育法に基づき、義務教育及びその後の教育の基

礎を培うものとして、幼児の健やかな成長のために適当な環境を与えて、その心身の発達を助

長することを目的とする幼稚園と、児童福祉法に基づき、保護者の就労等により保育に欠ける

子どもの保育を行い、その健全な心身の発達を図ることを目的とする保育所とに分かれて実施

されていました。 

社会状況の変化に伴い乳幼児の人口が減少傾向にある一方で、都市部では、保育所への入所

を希望する待機児童が増えてきました。また、保護者の就労状況の違いにかかわらず、質の高

い幼児期の教育・保育を受けることが望まれてきました。さらに、核家族化や地域での人間関

係の希薄化から、家庭や地域での子育て力が低下していると言われています。 

そこで、内閣府は、平成 18年 10 月に、「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な

提供の推進に関する法律」を制定し、認定こども園・幼保一元化施設にて幼児期の学校教育と

保育、地域での子育て支援を総合的に提供する施設の普及を進めました。 

さらに、このような背景を踏まえ、幼稚園教育要領・保育所保育指針が平成 20 年に告示さ

れました。幼稚園教育要領では、新たに、地域の実態や保護者の要請により、教育課程に係る

教育時間の終了後等に希望する者を対象に行う教育活動、いわゆる「預かり保育」の実施につ

いて位置付けられました。保育所保育指針では、保育のガイドラインとしての局長通知から、

規範性（義務）の伴う大臣告示となり、保育所における保育の内容やその運営に関することの

最低基準を示すものとしての性格が明確化されました。そのことにより、保育所においても、

幼稚園教育要領の５領域と同様の「教育」の部分の目標を達成していくことが強化されました。 

このようにして、幼稚園・保育所のどちらに在籍していても、地域の実情や保護者のニーズ

に応じて、教育・保育を一体的に受けられるように取組を進めてきたのが現在までの状況です。 
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【参考 保育・幼稚園・認定こども園の制度比較表】 

区分 保育所 幼稚園 認定こども園 

管轄省庁 厚生労働省 文部科学省 文部科学省・厚生労働省

幼保連携推進室 

（幼保連携型は新制度で

は内閣府が管轄） 

法令根拠 児童福祉法 学校教育法 就学前の子どもに関する

教育・保育等の総合的な

提供の推進に関する法律 

目的・内容 保育に欠ける子どもの保

育を行い、その健全な心

身の発達を図る 

義務教育及びその後の教

育の基礎を培うものとし

て幼児の健やかな成長の

ために適当な環境を与え

て、その心身の発達を助

長する 

小学校就学前の子どもに

対する教育及び保育並び

に保護者に対する子育て

支援の総合的な提供を 

推進する 

 

機能 保護者の就労等により、

保育に欠ける乳児又は幼

児、その他の児童を保育

する児童福祉施設 

満３歳から小学校就学の

始期に達するまでの幼児

を対象に教育を行う学校 

保育に欠ける子も欠けな

い子も受け入れて、教

育・保育を一体的に行う

施設 

内容の基準 保育所保育指針 幼稚園教育要領 

 

保育所保育指針 

幼稚園教育要領 

幼保連携型認定こども園

教育・保育要領 

対象児 ０歳から就学前の 

保育に欠ける児童 

満 3 歳からの就学前の 

幼児 

０歳から３歳未満… 

   保育に欠ける児童 

３歳から小学校就学前… 

   入所要件はなし 

1 日の標準

保育時間 

８時間 1 日４時間 

（一部園で 

預かり保育を実施）

教育時間 ４時間 

保育時間 ８時間 

（3 歳児以上は教育時間を含む）

職員とその

資格 

保育士 

保育士資格 

幼稚園教諭 

幼稚園教諭普通免許 

保育教諭 

保育士資格と幼稚園教諭

免許の両方の資格・免許

を有していることを原則 

 

 

 

両者は内容に整合が図られている 
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 【参考：幼稚園教育要領と保育所保育指針の比較】 
 

幼稚園教育要領 保育所保育指針 

 

 

総 

 

 

 

則 

 

 

「第１ 幼稚園教育の基本」より 

 幼児期における教育は，生涯にわたる人

格形成の基礎を培う重要なものであり、幼

稚園教育は，学校教育法第二十二条に規定

する目的を達成するため、幼児期の特性を

踏まえ、環境を通して行うものであること

を基本とする。 

 

 

総

 

 

 

則

 

 

 

「２ 保育所の役割」より 

(一)保育所は、児童福祉法（昭和二十二年

法律第百六十四号）第三十九条の規定に基

づき、保育に欠ける子どもの保育を行い、

その健全な心身の発達を図ることを目的と

する児童福祉施設であり、入所する子ども

の最善の利益を考慮し、その福祉を積極的

に増進することに最もふさわしい生活の場

でなければならない。 

 

「健康」「人間関係」「環境」「言葉」「表現」の５領域から構成 

健

康 

健康な心と体を育て、自ら健康で安全な 

生活をつくり出す力を養う。 

健

康

健康な心と体を育て、自ら健康で安全な 

生活をつくり出す力を養う。 

人

間

関

係 

他の人々と親しみ、支え合って生活するた

めに自立心を育て、人とかかわる力を養う。

人

間

関

係

他の人々と親しみ、支え合って生活するた

めに、自立心を育て、人と関わる力を養う。

環

境 

周囲の様々な環境に好奇心や探究心を持っ

てかかわり、それらを生活に取り入れてい

こうとする力を養う。 

環

境

周囲の様々な環境に好奇心や探究心を持っ

てかかわり、それらを生活に取り入れて行

こうとする力を養う。 

言

葉 

経験したことや考えたことなどを自分なり

の言葉で表現し、相手の話す言葉を聞こう

とする意欲や態度を育て、言葉に対する感

覚や言葉で表現する力を養う。 

言

葉

経験したことや考えたことなどを自分なり

の言葉で表現し、相手の話す言葉を聞こう

とする意欲や態度を育て、言葉に対する感

覚や言葉で表現する力を養う。 

表

現 

感じたことや考えたことを自分なりに表現

することを通して、豊かな感性や表現する

力を養い、創造性を豊かにする。 

表

現

感じたことや考えたことを自分なりに表現

することを通して、豊かな感性や表現する

力を養い、創造性を豊かにする。 

※ 保育所においては上記の５領域に加え、「養護」「生命の保持」及び「情緒の安定」に関わ 

る保育内容を、子どもの生活や遊びを通して相互に関連を持ちながら、総合的に展開する。 
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（２）区の対応・現状 

中央区には、区立幼稚園が 16園（うち３園が休園）、区立認可保育所が 14 園、その他、私

立認可保育所 16 園、認証保育園 16 園あります（平成 26 年 10月現在）。 

平成 23 年３月に区内で初めての認定こども園（地方裁量型）が開設され、さらに公設民営

の認定こども園（保育所型）が平成 24年 12 月に１園、平成 25 年 10 月に１園開設されていま

す。どの施設においても、教育・保育の一体的提供を展開しております。 

 

   ■幼稚園における預かり保育の実施   ＜再掲 31 頁参照＞ 

現在、区立幼稚園では区内３園で、教育時間終了後より午後４時 30 分までの預かり保育を

実施しております。通院や看護、介護、兄弟姉妹のＰＴＡ活動、パートタイムや自営業等で保

育時間の延長を希望する保護者のニーズに応えます。預かり保育では、保育士が、家庭的な雰

囲気を大切にしながらゆったりとした時間を過ごすことのできるように環境を工夫していま

す。 

【預かり保育の概要（平成 26年度）】 

実施園 開設時間 定員 費用 

明石幼稚園  

教育時間終了から午後４時

30 分まで 

夏季休業日は 

午前９時から午後４時まで 

月曜日から金曜日まで 

1 日あたり 30 名

（登録利用 24 名、

一時利用 6 名） 

＊3 歳児は、1 日

あたり最大 8 名ま

で 

 

登録利用 

\5,000/月 

一時利用 

\400/日 

\800/日 

（長期休業期間）

その他、おやつお

よび教材費は別途

負担 

有馬幼稚園 

月島第一幼稚園 

※ 平成 27 年度以降、明正幼稚園にも開設予定 

■保育園・幼稚園・小学校連絡会 

幼稚園教諭と保育士が、互いの指導方法や教材研究などを情報交換する中で、どの就学前教

育の施設においても同じような内容の教育を受けることのできるように、年に数回、連絡会を

設定しています。 

さらに、保育所、幼稚園のみならず、小学校とも合同の連絡会や研修会を通じて、教員、保

育士同士が交流・連携し、その成果をそれぞれの現場で実践に生かすことにより、就学前の子

どもに対する教育の質の確保・充実や教員の質の向上、小学校への円滑な接続を図るようにし

ています。 

この連絡会には、全体会と地区別研修会があり、全体会では、保幼小の連携の在り方や意義

について学んだり、その年度の地区別研修会の計画や反省を行ったりします。また、地区別研

修会では、公開保育や協議会を通して、保育所・認定こども園・幼稚園・小学校の教員・保育

士が直接話し合うことで、幼児期の教育から小学校での教育につなげていくべき内容などを明

らかにすることができ、意義のあるものとなっています。 
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    【連絡会の概要（平成 26 年度）】 

会の種類 開催回数 対 象 内 容 

保幼小全体会 年２回 

小学校・幼稚園・認可保育

所・認証保育所・認定こど

も園の長もしくはそれに

準ずる者 

講演会・地区別協議会（今年

度の計画や反省）・情報交換 

地

区

別

研

修

会 

京橋地区 年１回 
該 当 地 区 に 属 す る 小 学

校・幼稚園・認可保育所・

認証保育所・認定こども園

の教員・保育士 

幼稚園・小学校の公開保育・

公開授業、協議会 

日本橋地区 年２回 

①幼稚園・小学校の公開保

育・公開授業、講演会 

②保育園見学・協議会 

月島地区 年１回 保育園の公開保育・協議会 

  

■「中央区幼稚園アプローチカリキュラム」の作成と実施 

    子どもは日々、育ちを積み重ねてきています。その中でも特に昨今は、幼児期から児童期への

接続における育ちや学びの連続性や一貫性が重要視されています。幼児期の教育が小学校以降の

教育の土台となることを考え、幼児期と児童期の教育双方が接続を意識する必要があります。 

    そこで、平成 23 年度に、教育委員会として、「中央区幼稚園アプローチカリキュラム」を作成

し、５歳児の１年間を幼稚園から小学校への「接続期」とし、本区の各幼稚園における計画的な

幼小接続の実践の充実を図るようにしました。 

    カリキュラムは、言語・思考を中心とした「学びの芽生え」、協同や規範意識を中心とした「人

とのかかわり」、基本的生活習慣や望ましい食習慣を中心とした「基本的生活習慣と運動」の３

つの柱を軸とし、幼児期からの学びの連続性における「生きる力」の基礎を育むことにつながる

教育が実践できるようにしました。 

    また、このカリキュラムは、幼保の教育の一体化の視点から、各保育所・認定こども園にも配

布され、活用されています。 

 

■保護者向けリーフレットの配布・活用 

    保育所・認定こども園・幼稚園での教育内容の理解と、家庭での子育ての一助となるように、

平成 20 年度より、保護者向け子育て支援リーフレット「よりよい育ちを目指して保育園・幼稚

園から小学校につなげる家庭との連携」を教育委員会と保健福祉部との合作で発行し、毎年各保

育所・認定こども園・幼稚園を通じて各保護者に配布しています。 

    このリーフレットは、就学を目の前にした５歳児向けと、集団での生活から学ぶことの多い

３・４児向けとに分かれています。園の保護者会で保護者同士の協議の資料にするなど、リーフ

レットを活用しながら、時期に応じた子育てのヒントを得たり、子どもの育ちに期待や見通しを

もったりすることにつなげています。 
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   【リーフレットの概要（平成 26年度）】 

リーフレット名 配布時期 内容 配布先 

幼児のよりよい育ち

をめざして 

保育園・幼稚園から小

学校につなげる家庭

との連携 

５歳児進級時 ・生活習慣や集団の遊びの小学

校へのつながり、学習の接続 

・保護者へのメッセージ 伸び

る力を育てるために 

・小学校に向けてＱ＆Ａ 

各保育所・認

定こども園・

幼稚園に通う

保護者 
幼児のよりよい育ち

をめざして 

保育園・幼稚園から小

学校につなげる家庭

との連携Ⅱ 

３歳児 

４歳児 

入園時 

・3 歳児から４歳児にかけての

生活習慣や人とのかかわり、

学びの芽生え 

・保護者へのメッセージ  

伸 び る 力 を 育 て る た め に 

優しい心を育てるために 

・Ｑ＆Ａ 

 

（３）今後の取組 

前掲の幼児期の学校教育・保育の量の見込みと確保方策（93 頁参照）のとおり、幼稚園に

ついては小学校改築と合わせた保育室や定員数の確保、保育施設については、認可保育所・認

証保育所の整備を中心に進め、地域型保育事業を取り入れていく方策をとっております。 

また、今後学齢期を迎える児童数の増加が予想されるため、小学校の増改築により教室数

を確保する対応も進めております。本区の幼稚園は１園を除き小学校との併設となっており、

既存施設の改修により長時間保育の保育室等を確保してこども園化することは難しく、本区に

おいては、施設面における教育・保育の一体的提供は困難な状況にあります。 

そこで、教員・保育士の指導力の向上、保・幼・小の連携強化といったソフト面としての

一層の充実を図り、その成果を保育所・幼稚園、小学校それぞれの現場での実践に生かすこと

により、就学前の子どもに対する教育の質の確保・充実や小学校への円滑な接続を図ってまい

ります。 

具体的には、現在行っている保幼連携、及び保幼小連携に関する様々な事業は、今後も引

き続き行ってまいります。さらに、各事業について下表のような方向性で内容の充実を図って

いきます。 

   【内容の見直しの方向性】 

事業名 見直しの方向性 

保育園・幼稚園・小学校

連絡会の充実 

・全体会の内容見直し（管理職のみの参加から、全教員の参加へ）

・地区別研修会の内容見直し（参加者増に向けて、時間帯や研修

内容を見直す、協議が盛んになるようなグループの細分化、等）

・幼保の教育内容の一体化についての幼稚園教諭・保育士による

研究会・研修会の開催について検討。 

中央区アプローチカリキ

ュラム・スタートカリキ

ュラムの作成 

・内容の精選と改訂（保育園の活動も視野に入れた内容のリニュ

ーアル、幼児期の教育と小学校の学習や生活の内容とのつなが

りの明確化、など） 

保護者向けリーフレット

の配布・活用 

・内容の精選と改訂（保育園の活動も視野に入れた内容のリニュ

ーアル） 

なお、幼保連携型認定こども園の整備については、今後状況を見ながら可能性を探っていきます。 
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２ 育児休業後の保育施設等の円滑な確保 

 

（１）これまでの経緯 

国の基本指針において、０歳児の子どもの保護者が、保育所等への入所時期を考慮して、育

児休業の取得をためらったり、取得中の育児休業を途中で切り上げたりする状況があることを

踏まえ、育児休業満了時（原則１歳到達時）からの特定教育・保育施設または特定地域型保育

事業の利用を希望する保護者が、育児休業満了時から利用できるような環境を整えることが重

要である旨が示されています。 

中央区では、平成 25 年４月の保育所入所申込みにおいて、１歳児の保育所申込者数のうち

約 34％しか入所できず、一方で０歳児クラスには一部の保育所で空きがある状況が見られまし

た。このため、０歳児の方が入所しやすいという認識を持った方、育児休業を早めに切り上げ

てでも入所しやすい０歳児のうちに申し込んだほうが良いという判断をした方が多いと見込

まれたため、平成 26 年４月入所では０歳児の申込みが前年比で約 36％増加しました。結果と

して、０歳児の待機児童が前年より増えたこともあり、予定通り育児休業を満了できずに早期

の入所申込みをせざるを得ない状況は、改善するべき課題として取り組んでいく必要がありま

す。 

そこで、育児休業取得後でもできる限り入所しやすくなるよう、新規で整備する認可保育所

において、以下のとおり１歳児クラスからの定員を確保する施策を実施していきます。 

 
年齢別・待機児童数   

 
待機児童の対応別内訳 

 

 

 

 

46

74

15

0

0

0

25

116

37

15

0

0

0 20 40 60 80 100 120 140

０歳児

１歳児

２歳児

３歳児

４歳児

５歳児

平成26年

平成25年

（人）

年度 待機児童数
認可外保育
施設に通園

※

職場に同伴
（自営しながら

自宅保育）

親類・知人へ
依頼

一時保育
を利用

求職しながら
自宅で保育

育児休業
延長等

Ｈ26 135人 1人 18人 6人 6人 61人 43人

Ｈ25 193人 5人 15人 2人 2人 73人 96人

※認証保育所及び事業所内保育所以外に通園している者
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Ｑ 育児休業からは、「実際」にお子さんが何歳何ヶ月のときに職場復帰しましたか。 

  （育児休業取得者のみの回答） 

職場復帰をした時期については子どもが「7～12 カ月」の時が最も多く 44.4％、次いで「13～18 カ月」

の時が 27.7％となっています。 

 

 

Ｑ あて名のお子さんが１歳になったときに必ずお子さんを預けられる施設等があれば、１歳にな

るまで育児休業を取得しますか。または、預けられる施設等があっても１歳になる前に復帰し

ますか。（現在、育児休業中で子どもが１歳未満の方のみの回答） 

「１歳になるまで育児休業を取得したい」が 69.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15.9 44.4 27.7 7.7 2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=509

～６カ月 ７～１２カ月 １３～１８カ月

１９～２４カ月 ２５～３０カ月 ３１～３６カ月(1.0)

３７か月以上(0.4) 無回答(1.0)

69.6 5.4 25.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=92

１歳になるまで育児休業を取得したい １歳になる前に復帰したい 無回答

育児休業の取得と職場復帰について 

資料：平成 25 年度「中央区子ども・子育て支援新制度における利用希望把握調査」

（就学前児童対象調査）より

母親 

母親 



 

中央区 子ども・子育て支援事業計画 
129 

６ 
 
 

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
に
関
連
す
る
施
策
の
取
組 

 

（２）区の対応・現状 

・平成 26 年４月開設の認可保育所６園にて、０歳児の定員を設けず、１歳児クラスからの定

員を確保 

保育園名 
定  員（単位：人） 

１歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児

ぽけっとランド明石町保育園 16 18 １9 １9 19

太陽の子新川保育園 19 19 19 19 19

グローバルキッズかきがら園 9 9 9 9 9

日生東日本橋保育園ひびき 18 18 18 18 18

アンジェリカ月島保育園 20 20 20 20 20

ポピンズナーサリースクール晴海 12 12 12 12 12

合  計 94 96 97 97 97

 

・平成 26 年 10 月及び●月開設 

保育園名 
定  員（単位：人） 

１歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児

つきのみさきさくらさくほいくえん 13 13 13  

ほっぺるランド勝どき  

 
 
 

（３）今後の取組 

・平成 26 年度開設の認可保育所２園及び平成 27年度新規開設の認可保育所において、定員の

空きが出る５歳児クラスの枠を活用して、１年間に限り１歳児の保育の実施を検討 

・園によっては、平成 26 年度と同じく０歳児の定員を設けず、１歳児クラスからの定員確保

を検討 
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３ 児童虐待防止対策 

 

（１）これまでの経緯 

   核家族化や近隣関係の希薄化が進み、育児に不安を持つ家庭が増えています。そのため、身

近な子育てに関する相談が増大する一方、児童虐待など養護相談が増えてきています。東京都

では、平成６年に東京都児童福祉審議会が「子育て支援ネットワークの核として、住民に身近

な各区市町村に子供家庭支援センターの設置が必要」と提言し、これを受けて平成７年には相

談機能やサービスの提供を行う子供家庭支援センターを都内全域に設置することとしました。

また、国においても平成 16 年の児童福祉法改正の中で、児童相談に関することについては、

都道府県等に設置されている児童相談所から、住民に身近な区市町村の役割であることが規定

されました。合わせて、虐待を受けている子どもをはじめとする要保護児童の早期発見や適切

な保護を図るためには、関係機関が考え方を共有し、適切な連携のもとに対応していくことが

必要であるとの観点から、情報の交換と支援の協議を行う場として「要保護児童対策地域協議

会」（以下「地域協議会」という。）の設置が努力義務となり、また、平成 20 年の同法の改正

において、地域協議会の協議の対象を「要保護児童（保護者のない児童又は保護者に監護させ

ることが不適当であると認められる児童）」に加えて、「要支援児童（保護者の養育を支援する

ことが特に必要とされる児童）」、「特定妊婦（出産後の養育について、出産前において支援を

行うことが特に必要と認められる妊婦）」に拡大し、児童虐待予防に向けた支援を関係機関が

連携して実施できるよう強化されています。 

   このような経緯を踏まえて、本区においても、区が児童相談の第一義的窓口となり、児童虐

待について地域社会全体で取り組むことができる体制を構築しています。 

 

 

（２）区の対応・現状 

１）児童相談および児童虐待への対応 

区では、虐待相談を含む 18 歳未満の子どもと子育て家庭に関する児童相談の中核機関

として、平成 19 年９月に「中央区立子ども家庭支援センター(きらら中央)」を開設しま

した。 

子ども家庭支援センターでは、子どもと子育て家庭のあらゆる相談に応じるとともに、

区における児童虐待の通告窓口として、児童虐待情報専用電話「子どもほっとライン｣を

設置しています。学校や保育所、児童相談センター、保健医療機関等関係機関とも連携を

図り、児童虐待の早期発見と適切な支援に努めています。 

また、虐待の未然防止に向けた取組みとして、特に母子保健サービス（母親学級や新生

児訪問事業、乳幼児健診等)を実施する保健所・保健センター等と連携し、特定妊婦や子

育てに強い不安を抱える家庭、虐待のおそれやリスクを抱えて特に支援が必要な家庭に対

して訪問により指導や助言を行なう「養育支援訪問事業｣を平成 22 年度より実施していま

す。こうして、支援が必要な家庭を早期に発見し、本事業を有効に活用することで、適切

な養育環境の確保及び虐待の未然防止を図っています。 
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＜虐待対応の流れ＞ 

子ども家庭支援センターでは、通告（相談）受理後、速やかに受理会議において対応を

組織的に検討し、子どもを取り巻く状況について慎重に調査を行うとともに、子どもを直

接目視して安全を確認します。調査の結果、継続した支援が必要な家庭については、子ど

も家庭支援センターが情報を管理し、関係機関と連携して虐待の改善や深刻化防止に向け

て支援をしていきます。なお、相談（通告）内容が重篤な場合や緊急保護が必要な場合は、

都の児童相談センターや警察と連携して対応します。 

また、一時保護や施設入所から家庭復帰する児童についても児童相談センターとの連携

を図り、区内関係機関とも協力しながら虐待の再発防止に努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 児童相談センター  

・児童の安全確認と調査 

・児童福祉司指導 

・一時保護 

・施設入所、里親委託 

・家族再統合プログラム 

 地域支援(子ども家庭支援センター) 

・個別ケース検討会議開催 

（要保護児童対策地域協議会による情報

共有と対応協議） 

・養育支援訪問事業 

・さまざまな区のサービス提供、調整 

・民生・児童委員、関係機関との連携 

虐待の発見（疑いを含む） 

子ども家庭支援センターへ通告 

（子どもほっとライン） 

児童の安全確認（48 時間以内）と調査

非該当 該当 

警察へ通報 

専門性や権

限が必要 

地域の支援

が必要 

（夜間、緊急時） 

（夜間、土・日、祝日、

年末年始） 
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２）要保護児童対策地域協議会の運営 

要保護児童等に対し、より迅速できめ細やかな支援を行うため、平成 19 年 12月に子ど

も家庭支援センターを調整機関とする「中央区要保護児童対策地域協議会」(以下、「協議

会」という。）を設置しました。協議会は、区内関係機関や東京都児童相談センター、民

生・児童委員協議会等を構成員とし、代表者会議や実務者会議、個別ケース検討会議、関

係者向け講演会を開催するほか、児童虐待問題に対する社会的関心の喚起を図るために啓

発活動(キャンペーン)を行なっています。また、児童虐待の早期発見並びに適切な対応に

向けた区独自のマニュアルを作成し、関係機関が連携を図る上で活用しています。 

 

 

■各関係機関の役割 

主な機関名 主な機能 

子ども家庭支援セン

ター 

児童虐待に対する情報の集約など要保護児童対策地域協議会におけ

る調整機関、地域における養護・保健・育成などの子どもと子育て家

庭に関するあらゆる相談・支援の窓口、子育て支援サービス提供 

保健所・保健センタ

ー 

母子保健・精神保健の観点における妊産婦、子ども、育児に関するサ

ポート、虐待予備群や育児不安群などハイリスク家庭への面接・訪

問・電話等による個別・継続的フォロー 

幼稚園・保育所 就学前の子どもや保護者と関わる中で養育状況の把握と必要に応じ

た相談や支援、要保護児童の早期発見 

小学校・中学校 

 

児童・生徒の言動・心身の様子等に関する日々の状態の把握と必要に

応じた相談や支援、要保護児童の早期発見 

医療機関 診療場面等を通じた子どもの養育状況の把握、要保護児童の早期発見

児童相談センター 

（児童相談所） 

18 歳未満の子どもの福祉に関する相談・必要な援助、調査、援助に係

る専門機関 

 

 

 

 

            

 

 

 

 

 

（平成 25 年度児童虐待予防キャンペーン） 
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（３）今後の取組 

本区においては、30 代、40 代を中心とする子育て家庭が増加しており、また、約９割の世

帯がマンション等集合住宅に居住するといった特性があります。 

こうした状況を踏まえ、児童虐待を未然に防止するために子育て家庭が地域で孤立しないよ

うな取組みが必要です。 

そこで、子ども家庭支援センターを核とし、学校・保育所、児童相談センター（児童相談所）、

警察、保健・医療機関、民生・児童委員など関係機関と連携を図りながら、子どもと子育て家

庭を支援する総合的なネットワーク強化に向けた取組みを行うとともに、引き続き、児童虐待

防止キャンペーンの実施など普及啓発活動を積極的に実施する中で相談窓口の周知を図り、児

童虐待防止に向けた地域社会の意識の向上に努めます。また、地域協議会においても関係機関

の間での情報共有など連携強化を図っていきます。 

 

■関連事業 

事業名 内容 

子どもと子育て家庭

の総合相談 

養護相談、虐待相談、育成相談、非行相談など 18 歳未満の子どもと子

育てに関するあらゆる相談に応じながら子育て支援サービスの調整を行

い、必要に応じて関係機関への連絡、紹介を行います。 

相談時間 祝日、年末年始を除く午前９時から午後５時 
児童館での子育て相

談の実施 

子育てに関する悩みなどをより身近なところで相談できるよう、児童館

で子育て相談を実施します。 

「子どもほっとライ

ン」の運営 

児童虐待についての情報を集約するため、子ども家庭支援センター内に

児童虐待情報専用電話を設置します。 

「要保護児童対策地

域協議会」の運営 

要保護児童等の早期発見と迅速かつ的確な対応及び継続的な支援を行

うため、学校・保育所、児童相談センター、警察、保健・医療機関や民

生・児童委員等で構成し設置します。 

子ども家庭支援センターが調整機関となり、定期的に会議を開催しま

す。（代表者会議 年１回、実務者会議 年４回、個別ケース会議（随時）

児童虐待対応ハンド

ブックの配布 

児童虐待の早期発見や適切な対応に活用できるよう、さまざまな場面で

の留意事項、事例からの学びなどをまとめたハンドブックを作成し関係

機関等に配布します。 

児童虐待防止リーフ

レットの配布 

児童虐待防止に関する普及や啓発を図るためリーレットを作成し、児童

虐待防止キャンペーンなどの機会を捉えて配付します。 

子ども向けリーフレ

ットの配布 

家庭のことで悩んでいる児童が関係機関に相談できるよう、小学校高学

年及び中学生向けにわかりやすいリーフレットを作成し配付します。 

養育支援訪問事業の

実施 

児童の養育について特に支援が必要と認められる家庭に対して、訪問に

よる支援（養育相談、育児・家事援助）を実施します。 
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４ ひとり親家庭の自立支援の推進 

 

（１）これまでの経緯 

国の経済・雇用環境は依然として厳しい状況にあり、ひとり親家庭においては、その就労状

況から安定した生活を送るための支援をする必要があります。あわせて、子育てと生計の維持

という二重の負担から、生活面や子どもの養育等においてもさまざまな悩みを抱えています。 

そのため国においては、ひとり親が就業し、仕事と子育てを両立しながら経済的に自立する

とともに、子どもが心身ともに健やかに成長できるよう、父子福祉資金制度の創設など、平成

26 年度予算において、ひとり親家庭への支援体制の充実を図っています。 

国と同様に、区においても一人で生計を担うことによる将来への不安、子どもの養育や教育

など、日常生活におけるさまざまな悩みを抱えています。 

平成 25 年度に区で実施した「中央区ひとり親家庭実態調査」では、ひとり親家庭のうち母

子家庭が９割以上を占めている一方で、父子家庭は 5.7％であり、平成 22 年度の調査時と比較

して父子家庭が 2.2％増加しています。就労状況はパート・アルバイトが 26.9％、派遣・契約

社員は 14.5％で、非正規雇用の割合が４割以上となっており、約 12％の人が未就労の中、「働

く意欲のある」人は約８割となっています（71頁参照）。 

また、年収については、100～200 万円未満が 27.5％と最も多く、次いで 200～300 万円満が

26.7％となっており、300 万円未満の人が半数以上を占めていることから、経済的に厳しい状

況に置かれていることが伺えます。 

加えて、生活に関する悩みでは「生活費に関すること」が 59.6％、「教育費に関すること」

が 51.6％と費用に関することが多く、ひとりで生計を担うことへの不安が大きいことが伺えま

す。子育ての面では、子育てに関する悩みの相談先として「祖父母・兄弟等の親族」が 50.5％、

「友人や知人」が 61.1％である一方、「子育て支援課のひとり親家庭相談」が 2.3％、「教育セ

ンターの教育相談」が 3.1％など公的な相談機関への割合が低い状況にあります。また、「相談

する相手がいない」は 13.5％となっています。さらに、仕事と子育てを両立する上での不安に

ついては、「子どもとのコミュニケーションの時間が十分に取れない」が 56.0％、「子どもが急

な病気になった時に代わりに面倒を見てくれる人がいない」が 49.7％が多くなっています。 
 

 

Ｑ あなたの性別をお答えください。（○は１つだけ） 

母子家庭が９割以上を占めている一方で、父子家庭は 5.7％であり、平成 22 年度の調査時と比較して父子

家庭が 2.2％増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

ひとり親家庭における保護者の性別 

3.5 

5.7 

96.5 

94.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成22年度(N=386)

平成25年度(N=314)

父子家庭 母子家庭

資料：平成 25 年度「中央区ひとり親家庭実態調査調査」より
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Ｑ あなたの年収は、およそどのくらいですか。年収にはあらゆる収入を含みます。（○は１つだけ） 

 

「100～200 万円未満」が 27.5％と最も多く、次いで「200～300 万円未満」で 26.7％、「300～500

万円未満」で 18.9％となっています。 

 
 

 

  

Ｑ 身近な地域で、子育てに関する悩みや不安をどなたに、または、どこの機関に相談していますか。 

（○はいくつでも） 

「祖父母・兄弟等の親族」50.5％、「友人や知人」61.1％である一方、「子育て支援課のひとり親家庭相談」

2.3％、「教育センターの教育相談」3.1％など公的な相談機関への割合が低い状況にあります。 

 

16.1 27.5 26.7 18.9 7.0 

0.5 0.0 

3.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=386

100 万円未満 100～200 万円未満 200～300 万円未満

300～500 万円未満 500～800 万円未満 800～1,000 万円未満 （0.5）

1,000 万円以上 （0.0） 無回答

61.1 

50.5 

18.1 

14.2 

7.3 

3.9 

3.1 

2.3 

1.0 

1.0 

0.5 

0.5 

0.5 

0.3 

5.2 

13.5 

6.0 

3.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

N=386

友人や知人

祖父母・兄弟等の親族

職場の人

保育士、幼稚園の先生、学校の先生

保育所、幼稚園、学校等の他の保護者

近所の人

教育センターの教育相談

子育て支援課のひとり親家庭相談

民生・児童委員

保健所・保健センター

子ども家庭支援センター

児童館

児童相談所

区の区民相談

その他

相談相手がいない

相談することがない

無回答

※複数回答につき各回答の比率の合計は 100％にならない。

資料：平成 25 年度「中央区ひとり親家庭実態調査調査」より

ひとり親家庭の年収 

資料：平成 25 年度「中央区ひとり親家庭実態調査調査」より

子育てに関する悩みの相談先 
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（２）区の対応・現状 

区では、ひとり親家庭の安定雇用と経済的自立のため、技能習得に向けた支援を継続・実施

しています。なお、平成 25 年度から「自立支援教育訓練給付金」及び「高等技能訓練促進費

等給付金」について、国の方針に従って、対象を父子家庭も対象とするなど施策の充実を図っ

ています。さらに、国においては「高等技能訓練促進費等給付金」について、平成 24 年度よ

り修業期間の上限（３年）が設けられ、支給月額も抑えられましたが（非課税世帯 141,000 円

→100,000 円）、本区は国の基準を上回り事業を実施しています。 

就職活動や職業訓練などの際利用できる「ひとり親家庭ホームヘルプサービス」では、疾病

や冠婚葬祭などの場合にもヘルパーを派遣するなど、さまざまなニーズに対応し、ひとり親家

庭の自立を促進する支援を実施しています。 

また、母子自立支援員を置き、ひとり親家庭の自立に必要な相談や指導・助言を行っている

ほか、親子観劇会の開催やレクリエーション施設の優待など、親子で楽しめるための支援を実

施しています。 

 

（３）今後の取組 

ひとり親家庭が精神的・経済的に自立した生活を営めるよう、自立を目指すすべてのひとり

親に対してハローワークなど関係機関との連携を図り、就労につながる各種行政サービス等を

総合的に案内できる体制を整備するほか、就労と経済的自立のため「自立支援教育訓練給付金」

及び「高等職業訓練促進給付金」による主体的な能力開発や資格取得への支援を引き続き行っ

ていきます。 

また、国においては、平成 26年 10 月に「母子及び寡婦福祉法」が「母子及び父子並びに寡

婦福祉法」に改められ、父子福祉資金制度（父子家庭に修学資金、生活資金等を貸し付ける制

度）の創設等、父子家庭に対する支援が拡充されるため、本区においても関連する規程を整備

し、父子家庭に対する支援を行います。 
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■関連事業 

事業名 内 容 

母子及び父子福祉資

金（仮称）の貸付 

母子家庭及び父子家庭が経済的に自立して安定した生活を送るた

めに必要な資金を貸し付けます。 

自立支援教育訓練給

付金 

区が指定する教育訓練講座を受講し修了した母子家庭の母及び父

子家庭の父に対して、経費の一部を助成し、主体的な能力開発を支援

します。 

高等技能訓練促進費 

（「高等職業訓練促

進給付金」に名称変

更予定） 

看護師や介護福祉士などの国家資格取得のため２年以上要請機関

を修業する母子家庭の母及び父子家庭の父に対して、高等技能訓練促

進費を支給することにより、生活の負担軽減を図り、資格取得を支援

します。 

ひとり親家庭ホーム

ヘルプサービス 

義務教育修了前の子どものいるひとり親家庭に対して、就職活動や

急病等のため一時的に家事等の日常生活に支障が生じている場合に、

ホームヘルパーを派遣します。 

母子及び父子自立支

援プログラム（仮称） 

児童扶養手当受給者の経済的自立を図るため、公共職業安定所と連

携し、就労支援を行います。 

ひとり親家庭休養 

ホーム 

 

ひとり親家庭の休養とレクリエーションにふさわしい施設を指定

し、ひとり親家庭の親子が、指定施設を無料又は低額な料金で利用で

きるよう助成を行います。 

※ひとり親家庭日帰

りバス研修 

ひとり親家庭を対象に、相互の交流やレクリエーションを目的とし

た日帰りバス研修を実施します。 

  ※中央区社会福祉協議会と中央区母子寡婦福祉連合会の共催により行います。 
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５ 障害児施策の取組 

 

（１）これまでの経緯 

平成 26 年１月に我が国も批准した障害者権利条約では、障害に基づくあらゆる差別（「合理

的配慮」の否定を含む。）の禁止や障害者の地域社会への参加・包容（インクルージョン）の

推進等が定められています。 

また、児童福祉法の改正（平成 24 年４月１日施行）により、障害児支援については、身近

な地域で支援を受けられるようにするため、従来の知的障害児施設などの障害種別に分かれた

施設体系を再編し、通所による支援を「障害児通所支援」に、入所による支援を「障害児入所

支援」にそれぞれ一元化するとともに、併せて、障害児通所支援に係る事務の実施主体につい

ては、都道府県から市町村に移行されました。障害児通所支援では、身近な地域の障害児支援

の専門施設（事業）として、通所利用の障害児への支援だけでなく、地域の障害児・その家族

を対象とした支援や、保育所等の施設に通う障害児に対し施設を訪問して支援するなど、地域

支援に対応したものとなり、区の果たすべき役割がますます増えています。 

 

（２）区の対応・現状 

本区における長期総合計画である中央区基本計画２０１３では、発達障害を含む障害児とそ

の家族に対して、就学前・学齢期および将来の社会生活に向けての一貫とした支援を行う中核

的な支援施設「（仮称）子ども発達支援センター」（以下「子ども発達支援センター」という。）

の整備を事業計画化し、平成 29 年度までに１カ所整備することとしています。 

本区では子育て世代の人口増に伴い子どもの人口も増加しており、文部科学省が調査しまし

た普通学級における知的発達に遅れはないものの学習面、行動面の各領域で著しい困難を示す

とされた児童生徒が小・中学校で平均 6.5％との結果もあり、発達障害のある子どもは、潜在

的に多数の方がいるとの想定から、障害児支援の中でも発達障害については特に重要な課題で

あるととらえています。 

また、「ニーズ調査」では、子どもの育ちや発達の悩みについての相談状況について、就学

前児童は「現在、相談している」が 11.8％、「現在は相談していないが過去相談していた」が

22.2％、小学校児童では前者が 6.7％、後者が 14.1％となっており、２割から３割の人が相談

した経験を持っている状況となっています。 

こうした経緯を踏まえ、区では平成 26 年度に障害者総合支援法に基づく障害福祉計画の改

定を行い、子ども発達支援センターの整備や障害者の範囲に含まれた発達障害の支援について、

その方向性を示す必要性から、平成 26 年３月 28 日に開催した平成 25 年第５回自立支援協議

会において、自立支援協議会に発達障害に知識を有する専門的な委員の追加と支援のあり方を

検討する部会の設置の了解を得て、平成 26 年度に「子ども発達支援のあり方検討部会」を設

置し、検討を行うこととしました。 
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Ｑ あて名のお子さんの育ちや発達の悩みについて、相談の状況をおうかがいします。 

就学前児童は「現在、相談している」が 11.8％、「現在は相談していないが過去相談していた」が 22.2％、

小学校児童では前者が 6.7％、後者が 14.1％となっており、２割から３割の人が相談した経験を持っている状

況となっています。 

子どもの育ちや発達の悩みについての相談状況 

 

 

 

 

 

 

（３）今後の取組 

障害児の地域社会への参加・包容を推進するためには、障害福祉サービスの支援だけでなく

保育所等の一般的な子育て支援策施策における障害児の支援とあわせて、教育委員会とも連携

をさらに深めた上で、より総合的な形での支援を実践していくことが重要となります。 

また、障害の早期発見・早期支援の観点から保健所・保健センターで実施する乳幼児健診事

業との連携も必要となります。 

障害児支援は個々のニーズに応じた丁寧な支援が必要であるという認識に立ち、一人ひとり

の個性と能力に応じた支援を行うことができる体制を構築する必要があります。 

このため、地域の障害者支援の中核的な拠点となる子ども発達支援センターを整備し、相談

支援機能を強化するとともに、保健・福祉（障害者福祉、保育）、教育が連携して、障害の早

期発見・早期支援に努めて、障害児が地域で安心して学び成長していけるようライフステージ

に応じた切れ目のない一貫とした支援体制を構築していきます。 

なお、新たな施設を整備することが困難な状況から、現在、障害児支援を行っている福祉セ

ンターの機能を強化し、子ども発達支援センターとして事業内容を充実していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

11.8 

6.7 

22.2 

14.1 

62.5 

65.9 

3.5 

13.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就学前児童(N=1634)

小学校児童(N=856)

現在、相談している 現在は相談していないが過去相談していた

現在も過去も相談していない 無回答

子どもの育ちや発達の悩みについての相談状況 

資料：平成 25 年度「中央区子ども・子育て支援新制度における利用希望把握調査」

（就学前児童対象調査・小学校児童対象調査）より
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■関連事業 

事業名 内 容 

子ども発達支援セン

ターの整備 

福祉センターの障害児支援機能を充実し、子ども発達支援センタ

ーとして整備していきます。事業内容として、障害のあるなしにか

かわらず支援の必要な子どもの支援情報の蓄積と関係機関の共有

を目的とした「育ちのサポートカルテ」の導入と、総合的な相談支

援体制を充実し、関係機関との連携を推進するコーディネーターの

配置により、ライフステージに応じた一貫した支援を行う見守り体

制「育ちのサポートシステム」を構築していきます。 

保育所巡回の充実 発達障害児支援等の知識を有する支援員が、公立と私立の認可保

育所を分け隔てなく巡回し、集団生活の中で支援が必要な子どもの

保育士の気づきを適切な支援につなげるとともに、支援のアドバイ

スを行うことによって保育士のスキルアップを行います。 

 

 

【参考：中央区障害福祉計画（案）より抜粋「中央区育ちのサポートシステムの導入」より】 
(1)早期発見 
・早期支援 
の充実 

コーディネート機

能の強化 

子ども発達支援センターに育ちに支援を必要とする子ども

の支援経験や知識のある保健・教育・福祉の人材をコーディ

ネーターとして配置し、相談支援や調整、連携体制づくりを

推進します。 

相談支援体制の強

化 

発達障害のあるなしにかかわらず子どもの発達や育ちの小

さな悩みでも相談ができ子育て不安の解消となるとともに、

育ちに支援を必要とする子どもの相談を迅速に対応し適時

適切な支援に結びつける相談支援体制を構築します。 

乳幼児健診からの

早期発見・早期支援 

保健所・保健センターが実施する乳幼児健診や健診後の経過

観察の場に、子ども発達支援センターからコーディネーター

や臨床心理士を派遣し、支援が必要な子どもを直接把握しま

す。スクリーニングの方法について支援が必要な子どもを速

やかに発見する方法を研究し、導入していきます。 

保育所の巡回支援 育ちに支援を必要とする子どもの対応について、保育所を巡

回し相談や助言を行う支援を、子ども発達支援センターが公

立・私立認可保育所の分け隔てなく実施する体制を整備し、

区内の保育所における支援体制を充実します。 

(2)一貫した 
支援体制 
の構築 

育ちのサポートカ

ルテの作成 

育ちに支援を必要とする子どもの支援情報を関係部署間で

共有することで支援内容に見解の相違がないよう、支援情報

を蓄積できる「育ちのサポートカルテ」を、教育委員会が作

成する「個別の教育支援シート」と調整のうえ作成し、子ど

も発達支援センターが管理します。 

ライフステージに

応じた切れ目の無

い支援（縦の連携） 

育ちに支援を必要とする子どもの支援が、就学等のライフス

テージの切り替え時に支援を行う機関が交替することで一

貫性が途切れないよう、子ども発達支援センターのコーディ

ネーターは関係機関間を調整し、「育ちのサポートカルテ」

の円滑な伝達を行っていきます。 
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(3)発達障害

に対する 
理解の 
促進 

家族への理解の促

進 

保護者に早期から発達障害に関する正しい知識を普及する

ため、母子保健事業、保育所、幼稚園、小学校で普及啓発を

実施します。 

支援が必要な子どもへの接し方を学ぶペアレント・トレーニ

ング等を実施し、子育て力の向上と不安解消を図ります。 

子ども発達支援センターに相談申込をしていない段階から

利用できる親子遊びの場を設け、その場で相談を実施するこ

とで支援につなげます。 

地域への普及啓発 ホームページ・冊子作成のほか、地域に出向き、出前による

講習や相談等を実施します。 

(4)支援体制

を構築す 
  る た め の

基盤整備 
 

子どもの発達の総

合相談と療育の拠

点の整備 

子どもの育ちについて相談すれば適切な対応や必要な支援

につないでもらうことができる総合相談の拠点、地域の療育

の拠点として、福祉センター事業を強化し、子ども発達支援

センターを整備します。 

関係機関の連携し

た支援体制（横の連

携） 

子ども発達支援センターが障害児支援の中心となり、乳幼児

期から就労期まで教育・福祉・保健・就労の関係機関の横の

連携による支援を実施します｡ 

職員の理解の促進 育ちに支援を必要とする子どもの支援に携わる職員（教員、

保育士等含む）が共通認識を持ち、連携が円滑にできるよう

共通研修を実施し、支援の質の向上を図ります。 

職員のスキルアッ

プ 

子ども発達支援センターに発達障害に精通した学識経験者

等のアドバイザーを配置し、支援の困難事例等への助言や施

設運営の助言を得ることによって支援の質の向上とあわせ、

その内容を共有することで職員のスキルアップを図ります。

 

今までの取組 

実績 

H27～H29 の取組 

計画 H27 H28 H29 

― 

 中央区育ちのサ

ポートシステムの

導入 

 コーディネーター

配置 

 育ちのサポートカ

ルテの就学前幼

児支援に導入 

 運営マニュアル

の作成・ 職員研

修 

 システムの普及

啓発 

 コーディネーター

配置 

 育ちのサポートカ

ルテと「個別の教

育支援シート」と

の統合 

 運営マニュアル

の実践 

 システムの普及

啓発 

 コーディネーター

配置 

育ちのサポートカ

ルテの作成 

 運営マニュアル

の実践 

 システムの普及

啓発 
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６ 特別支援教育の充実 

（１）これまでの経緯 

平成 19 年４月から、学校教育法の改正により「特別支援教育」が位置づけられ、すべての

学校において、障害のある幼児児童生徒の支援をさらに充実していくこととなりました。発達

障害を含め特別な支援を必要とするすべての児童・生徒が、一人ひとりの個性や能力を最大限

に発揮し、社会のおいて自立・参加できるように児童・生徒一人ひとりの教育的ニーズを把握

し、そのもてる力を高め、生活や学習上の困難を改善・克服するため、適切な指導および必要

な支援を行っていくことが求められています。 

 

（２）区の対応・現状 

本区においては、平成 18 年に設置した中央区特別支援教育検討委員会における報告書「中

央区における特別支援教育のあり方について」に基づき、特別支援教育アドバイザーによる巡

回指導、教育相談員等の派遣、学習指導補助員の配置などの支援体制を推進するとともに、小・

中学校に通級指導学級（情緒障害等）を開設し、特別支援教育の充実を図ってきました。 

 

特別支援教育アドバイザー派遣状況（平成 26年度） 

中学校 ３回/年 

小学校 ３回/年 

宇佐美学園 ３回/年 

幼稚園 ３回/年 

特別支援学級（固定制・通級制） ３回/年 

 

本区の通級指導学級開設状況 

平成１６年度 月島第一小学校通級指導学級開設（２学級） 

平成２１年度 晴海中学校通級指導学級開設（２学級） 

平成２３年度 有馬小学校通級指導学級開設（２学級） 

平成２４年度 月島第一小学校通級指導学級増級（計４学級） 

平成２６年度 京橋築地小学校通級指導学級開設（１学級） 

 

これらにより、通常の学級に在籍するＬＤ（学習障害）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障害）、

高機能自閉症などの特別な支援を必要とする児童・生徒への適切な指導及び支援を行ってきま

した。 

また、心身に障害のある児童・生徒には固定制の特別支援学級（知的障害）を設け、一人ひ

とりのニーズに応じた支援体制を整備するとともに、特別支援教育補佐員を配置するなどきめ

細かな支援を行っています。 

さらに教育委員会事務局に配置する特別支援教育専門員を平成 25 年度から増員し、就学に

際しての不安や希望への相談体制を充実させています。 
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就学相談状況（単位：件） 

入学年度 小学校 中学校 

２２年度 ２３ ９ 

２３年度 ２５ １０ 

２４年度 ３２ ７ 

２５年度 ３２ １２ 

２６年度 ３５ ８ 

 

（３）今後の取組 

発達障害に対する理解が社会的に進んでいること、人口増に伴い特別な支援を必要とする児

童・生徒も増加傾向にあることから、今後も多種多様な教育的ニーズに対応できる体制づくり

が求められます。 

本区においては、平成 27 年に通級指導学級（言語障害・難聴）“ことばときこえの学級”を

開設し、ことばやきこえに難しさをもつ児童に、それぞれの状況に合わせた指導をスタートし

ます。 

障害のある子どもとその保護者に限ることなく、すべての児童・生徒やその保護者、学校の

教職員、関係機関、さらには地域全体が障害や特別支援教育について、正しい理解と認識を深

めることが必要不可欠です。そのために医療・保健・福祉・教育・労働等の各機関が緊密な連

携を図り、生涯学習や交流、共同学習等を通じて障害に対する理解啓発や協力できる体制を推

進していきます。 

 

■関係事業 

事業名 内 容 

特別支援教育専門員

の配置 

特別支援教育専門員を配置し、小学校または中学校の新入学にあた

って、子どもたち一人ひとりに応じた適切な教育が受けられるよう、

就学相談体制を充実します。 

特別支援教育アドバ

イザーの派遣 

特別な教育的支援が必要と思われる子どもたちに関する専門的な指

導・助言等を教員に行う臨床心理士等の資格をもった特別支援教育ア

ドバイザーを、全小中学校・幼稚園・特別支援学級に派遣します。 

職員研修の充実 教員や特別支援教育コーディネーターに対する研修を実施し、継続

した教員等の専門性向上を図ります。 

障害や特別支援教育

の理解啓発の推進 

特別支援教育を推進していくため、保護者を始め地域全体に障害や

特別支援教育に対する正しい理解啓発を推進します。 

子ども発達支援セン

ター（仮称）との連携

切れ目のない一貫した支援体制実現に向けて、就学前から義務教育

終了後も継続していく個別の教育支援シートを作成します。 
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７ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 

 

（１）これまでの経緯 

仕事は、暮らしを支え、生きがいや喜びをもたらすものですが、同時に、家事・育児・近隣

との付き合いなど働く人々の暮らしに欠かすことのできないものであり、その充実があってこ

そ、人生の生きがい、喜びは倍増します。 

しかし、現実の社会には、安定した就労ができず経済的自立ができない、仕事に追われて心

身の健康を害しかねない、仕事と子育てや介護との両立に悩むなど、仕事と生活の間で問題を

抱える人が多く見られ、働く人々が将来への不安や豊かさを実感できない大きな要因となるだ

けでなく社会活力の低下、少子化・人口減少などの現象にまで繋がっているといえます。 

こうした状況の中、国では、平成 19 年 12月に「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラ

ンス）憲章」及び「仕事と生活の調和推進のための行動指針」を策定しました。憲章は国民的

な取組の大きな方向性を示すもので、行動指針には企業や働く者の効果的な取組、国や地方公

共団体の施策の方針が示されています。 

区においても、「中央区男女共同参画行動計画２０１３」において｢仕事と生活の調和に向け

た支援｣を取組むべき課題として掲げ、全ての区民が、自らの意思で自分らしい生き方や働き

方を柔軟に選択でき、充実した生活を送ることができる社会を目指し、関連する事業の推進に

取り組んでいます。 

 

 

（２）区の対応・現状 

    本区では、人口の増加が続いており、特に 30 歳代、40 歳代の働き盛りの世帯を中心に、子

どものいる世帯も増えています。一方、高齢化率は低いものの高齢者数が年々増加している中

で、社会経済を活性化するためには、今後とも女性を始めとする多様な人材を活用することが

不可欠ですが、国の調査によると、働いている女性の６割が妊娠・出産時に離職していること

も事実です。さらに、長時間労働の常態化などにより、家族と一緒に過ごしたり地域社会へ参

加することが依然として難しくなっています。 

    区のアンケートにおいて、ワーク・ライフ・バランスについての考え方として「仕事とそれ

以外の生活を同じように両立させることが望ましい」という人は５割を超えていますが、現実

に「両立させている」という人は２割程度となっています。 

区では、仕事と生活の調和の実現に向けた勤労者、事業主、地域住民の理解や合意形成の促

進及び具体的な実現方法の周知のため広報・啓発を行うとともに、企業に対するコンサルタン

ト派遣、ワーク・ライフ・バランスに積極的に取組む企業の認定などの事業を推進しています。 

    また、核家族化や共働き世帯が増加する中、家庭における子育ての負担や不安・孤独感を和

らげ、男女ともに保護者がしっかりと子どもに向き合い、喜びを感じながら子育てに望めるよ

うに、男性が家事・子育ての担い手として力を発揮するための意識啓発を図るとともに、その

知識や技術を習得することを支援しています。 
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Ｑ あなた自身の仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）について、望ましいと思うも

のはどれですか。また、望ましい位置づけに対して、あなたの現在の状況は次のどれにあてはま

りますか。（それぞれ○は１つ） 

 

「仕事と生活とを同じように両立させることが望ましい」が 52.4％となっていますが、現在の状況とし

ては「仕事と生活を同じように両立させている」は 20.2％にとどまり、「どちらかといえば、仕事の方を優

先している」が 31.6％という結果になっています。 

 

ワーク・ライフ・バランスについての考え方 

 

 

望ましい位置づけに対しての現在の状況 

 

 

 

1.8 12.1 52.4 21.4 4.9

1.8 1.7

3.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=1,041

仕事に専念する方がよい

仕事以外の生活も大事ではあるが、仕事の方を優先する方がよい

仕事と生活とを同じように両立させることが望ましい

仕事も大事だが、生活の方を優先させる方がよい

仕事以外の生活に専念する方がよい

わからない

その他

無回答

7.5 31.6 20.2 12.2 24.1

0.5

3.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=1,041

仕事に専念している

どちらかといえば仕事の方を優先している

仕事と生活を同じように両立させている

どちらかといえば仕事よりも、生活の方を優先させている

現在仕事をしていない

その他

無回答

資料：平成 26 年 5 月実施 「第 44 回中央区政世論調査」

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）について 
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（３）今後の取組 

    引き続き、講演会等の開催、パンフレットの発行、企業に対するコンサルタント派遣や推進

企業の認定などにより、事業主やそこで働く人たちや地域住民等に対してワーク・ライフ・バ

ランスについて普及啓発を図っていきます。 

    また、男性向けの家事・育児についての講座や子育て世帯の方の社会参加の場の提供等を拡

充し、男女共同参画の視点から子育て世帯を支援していきます。 

 
■関連事業 

施策名 内 容 

ワーク・ライフ・バランス

講演会等の実施 

商工会議所等と連携し、区民や企業に対してワーク・ライフ・バ

ランスに関する講演会やセミナーを開催し、啓発を行います。 

ワーク・ライフ・バランス

啓発パンフレットの発行 

区民や企業に対し、ワーク・ライフ・バランスに関する情報提供

や啓発のため、パンフレット作成や配付を行います。 

企業に対するコンサルタ

ント派遣 

 

ワーク・ライフ・バランスに取り組もうとする企業、または、さ

らに取り組みを向上させたい企業に対し、コンサルタントを派遣し

支援します。 

ワーク・ライフ・バランス

推進企業の認定 

ワーク・ライフ・バランスを推進している企業を認定し、その取

り組みを広く紹介することにより、企業に対する普及啓発を図りま

す。 

男女共同参画講座（男性対

象）の充実 

男性が家事・子育てに参画するための意識啓発やきっかけづくり

のため、男性を対象とした男女共同参画講座を実施し、知識や技術

の習得を支援します。 

家庭教育学習会「おやじの

出番！」講座の開催 

＜再掲 81 頁「父親の子育

て参加促進事業」参照＞ 

区と学校関係者やＰＴＡ、民生・児童委員、青少年委員等地域の

家庭教育関係者で構成する「中央区地域家庭教育推進協議会」で、

父親の家庭教育への参画を促すことを目的とした講座「おやじの出

番！」を開催します。 

また、父親が子育てを楽しむ目的で結成された地域のサークルと

協議会の共催で、「おやじの出番！」の新しいプログラムを企画・

実施し、父親の家庭教育への参加を促進します。 

パパママ教室の開催 

＜再掲 41 頁「母子保健教

育」参照＞ 

初めて出産を予定している夫婦を対象に、赤ちゃんのお風呂の入

れ方、痛みを和らげるリラクゼーション法などの講義・実習を開催

します。 
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第７章 計画の推進 
 

 

１ 計画の推進体制 

本計画に掲載したすべての施策を円滑に実施していくために、区役所内の各部署、関係機関、関

連団体などと相互に連携・協力しながら取組を推進します。また、今後の社会情勢の変化に伴う新

たな課題や国、都などの動きにも柔軟に対応できるよう体制づくりに努めます。 

 
 
２ 計画の進捗状況の管理（実施状況等の点検・評価・計画の見直し） 

各年度において、本計画に基づく施策の実施状況等について点検、評価するため、中央区子ども・

子育て会議を定期的に開催し、その結果を公表します。 

計画開始後、支給認定を受けた保護者の認定区分ごとの人数が、量の見込みと大きく乖離してい

る場合には、確保方策の修正が必要となります。支給認定の状況等を踏まえ、計画期間の中間年を

目安として計画の見直しを行います。 

 

 

 




